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事業概況
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石油精製販売事業
JX日鉱日石エネルギー

（億円）
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売上高 81,319

営業利益 2,391

経常利益 2,537

たな卸資産評価影響を除いた
実質経常利益 1,965

石油開発事業
JX日鉱日石開発

（億円）

2010年度

売上高 1,488

営業利益 519

経常利益 595
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金属事業
JX日鉱日石金属

（億円）

2010年度

売上高 9,406

営業利益 207

経常利益 707

たな卸資産評価影響を除いた
実質経常利益 703

17.1%

9.8%

構成比

売上高

経常利益

上記のほか、上場子会社他で、売上高4,131億円、経常利益298億円があります。
売上高および経常利益構成比の母数には、上場子会社他を含む連結合計数値を使用しています。
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ＪＸ日鉱日石エネルギーは、石油精製販売事業を担う中核会
社です。当社グループは国内8ヵ所の製油所*、3ヵ所の製
造所を有し、原油処理能力は国内最大の日量約163万バー
レル*、石油化学製品であるパラキシレンの供給能力はアジ
ア最大の年間262万トンを誇ります。また、ENEOSブラン
ドで展開するサービスステーションは国内約1万2千ヵ所、白
油（ガソリン・灯油・軽油・A重油）の国内販売シェアは約
37％と、いずれも圧倒的地位を占めています。
　潤滑油事業や機能化学品事業においては、成長著しいア
ジアを中心に、海外への積極展開を進めています。さらに、
環境問題への意識が世界的に高まるなか、クリーンなエネル
ギーとして重要性を増すLNG基地の建設を進めるほか、分
散型電源として注目される家庭用燃料電池を中心とした新エ
ネルギー事業にも積極的に取り組んでいます。
*  2011年3月末現在。輸出型の大阪製油所、鹿島製油所・水島製油所のコンデンセートスプリッターを
含む

Petroleum Refi ning and Marketing Business

ＪＸ日鉱日石エネルギーグループ
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■ 経常利益の推移

石油精製販売事業

2010年度概況
国内の石油製品需要は、長期的には漸減傾向にありますが、2010年度は、景気
の回復に加えて夏の猛暑といった要因等もあり、総じて前年度並みとなりました。
そのマージン水準は、前年度から大きく改善しました。また、アジアの石油化学製
品需要は、中国を中心に概ね堅調に推移しました。
　この間、ドバイ原油価格は、年度後半に大きく上昇し、年度末には1バーレル当
たり110ドルに達し、年度平均でも84ドルと、前年度の70ドルから上昇しました。
また、為替レートは、年度前半に大きく円高方向に動き、年度平均では86円（前
年度は93円）となりました。
　こうした環境のもと、2010年度の本事業の連結業績は、売上高は8兆1,319
億円、たな卸資産評価の影響572億円を除く実質経常利益は1,965億円と、前
年度比3,323億円の増益となりました。

木村　康
JＸ日鉱日石エネルギー（株）
代表取締役社長
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石油精製販売
中長期的な国内の石油製品需要は、低燃費自動車の普及やガス・電気への燃料転換の
進行等により、漸減が見込まれています。当社は、業界のリーディングカンパニーとして
これに適切に対処し、国内最高の競争力を有する体制を構築すべく、原油処理能力の削
減に取り組んでいます。2010年度には、鹿島・根岸・水島・大分の各製油所における
原油処理能力を順次削減するとともに、中国石油天然ガス集団公司グループとの合弁に
より「大阪国際石油精製（株）」を設立し、大阪製油所をアジア・太平洋市場向けの輸出
型製油所に転換しました。これにより、グループ全体において、目標としていた日量40
万バーレル分の原油処理能力削減を達成しました。2013年度末までには、減退する内
需に先んじて、日量20万バーレルの追加削減を実施し、高水準の稼働率を維持します。
　2010年度の統合シナジー・製油所効率化への取り組みについては、統合効果を早
期に発揮すべく、ブランドをENEOSに統一し、油槽所・支店の統合、徹底した全社的
なコスト削減等により、当初300億円の計画に対して496億円の効果を実現いたしま
した。2012年度の目標である1,090億円の達成に向けて、順調に進捗しています。
　潤滑油事業では、2010年12月のインドネシアにおける潤滑油製造会社の設立に続
いて、2011年8月には韓国のSKルブリカンツ社との合弁によるベースオイルの製造会
社設立について基本合意に至るなど、積極的に海外展開を進めています。また、LPガス
（液化石油ガス)事業は、その基盤を強化するため、三井丸紅液化ガス(株)と2011年
3月に統合し、新会社「ENEOSグローブ（株）」を発足させました。さらに、クリーンな
エネルギーとして重要性を増しているLNG（液化天然ガス）事業については、水島輸入
基地で2基目のタンクを完成させたほか、八戸で輸入基地、釧路で内航船受入基地の
建設を決定しました。

■ 東日本大震災への対応
2011年3月11日に発生した東日本大震災では、仙台・鹿島両製油所が被災するとと
もに、東北地方太平洋岸を中心に油槽所、タンクローリーおよびサービスステーション
（SS）に被害が生じました。また、鉄道、道路等の物流網が毀損し、震災後の一時期は、
被災地における石油製品の供給が途絶する事態となりました。
　当社は、仙台・鹿島両製油所の生産停止に対応するため、ただちに他製油所におけ
る増産、製品輸出の中止および緊急製品輸入を実施しました。また、北海道や関東か
らの製品の転送により東北地方への供給量を確保するとともに、西日本地域からタンク
ローリーを緊急移送し、被災地向けの燃料供給体制の復旧に全力を傾注いたしました。
この結果、4月中旬からは、被災地に対して、安定的な製品供給を行なうことが可能と
なりました。
　5月に入り、被災した仙台製油所において、暫定的なタンクローリー出荷設備を配置
することで出荷を再開しました。また、6月には鹿島製油所において生産を再開しまし
た。仙台製油所は、2012年3月までの生産再開を予定しており、精製設備の復旧・復
興工事を進めています。また、油槽所およびSSについても早期の復旧に向けて全力を
挙げて取り組んでまいります。

石油精製販売事業

大阪国際石油精製(株)（大阪府髙石市）

ENEOSブランドで統一
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化学品
当社は、プロピレン99万トン、パラキシレン262万トンの年間供給能力を有しています。
輸出比率が高く、アジア市場での競争となりますが、日本最大の原油処理能力を持つ製
油所の設備・インフラ等を利用して生産できることが強みとなっています。2011年8月
には、韓国のSKグローバルケミカル社と、年間100万トンと世界最大の供給能力を持
つパラキシレン製造設備の建設に合意しました（2014年稼働予定）。今後中国を中心
に堅調な需要が見込まれるアジア市場において更なるプレゼンスの強化を図ります。
　これに加えて、合成ゴムの原料となるENB、携帯電話・スマートフォン向け機能性フィ
ルム、細胞培養培地、液晶ポリマー、不織布のワリフ・ミライフといった、市場規模は小
さいもののグローバルシェアの高い機能化学品事業も積極的に展開していきます。

■ 主な機能化学品の用途

主な最終製品

ENB 自動車用ゴム部品（ワイパーゴム、窓枠ゴム等）

機能性フィルム 携帯電話、スマートフォン

細胞培養培地 バイオ医薬品用、不妊治療用

液晶ポリマー パソコン、携帯電話、デジタル家電等の電装部品、接続部分

ワリフ・ミライフ プロデュースバッグ、ハウスラップ、ブラインド、壁紙

パラキシレンは、衣料用繊維やペットボトル等の原料とし
て需要が増加している

自動車用ゴム部品に用いられるENB

韓国に建設中のリチウムイオン電池用負極材製造工場
（完成予想図）

新型の固体酸化物形燃料電池（SOFC型）

新エネルギー
家庭用燃料電池「エネファーム」に関しては、2011年10月を目処に、これまで販売して
いた固体高分子形燃料電池（PEFC型）に加え、新型機である固体酸化物形燃料電池
（SOFC型）の販売を開始する予定です。SOFC型は、PEFC型に比べ発電効率が優れ
ている点に特長があり、環境にやさしい分散型電源として、今後、需要の伸びが期待さ
れます。また、部品点数が少なくコンパクトであるため、今後のコストダウンも見込まれ
ます。
　同じく将来の需要増が見込まれる蓄電池に関しては、韓国のGSカルテックス社との
間で合弁会社「パワー・カーボン・テクノロジー社」を設立し、2010年度にキャパシタ電
極用炭素材の製造販売を開始しました。さらに、GSカルテックス社との間で、リチウム
イオン電池用負極材の製造・販売事業を同合弁会社で行うことについて合意に達し、
2012年3月の完成を目指し、生産設備を建設しています。



32 JX Holdings, Inc.

JX日鉱日石開発は石油・天然ガス開発事業を担う中核会社
です。当社グループは、2010年度には原油換算で日量14
万バーレルの原油・天然ガスを生産しました。コア事業国で
あるベトナム、マレーシア、英国北海においては、オペレー
ターとしてそれぞれのプロジェクトの主導的立場で事業を推
進しています。長期的には原油換算日量20万バーレルを目
標に掲げ、優良案件の発掘をはじめ、これからも新たな可能
性に向けて積極的に取り組んでいきます。

Oil and Natural Gas Exploration and Production Business

ＪＸ日鉱日石開発グループ

石油開発事業

2010年度概況
2010年度の原油・ガス価格は、前年度比上昇しました。販売数量は、既生産油
田の自然減退もあり、前年度比日量3千バーレル程度の減少となりました。
　こうした状況のもと、2010年度の石油開発事業の連結業績は、売上高は
1,488億円、経常利益は595億円と、前年度比105億円の増益となりました。
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■ 経常利益の推移

古関　信
JX日鉱日石開発（株）
代表取締役社長
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資源獲得競争が熾烈さを増す中、当社はリスク管理に留意しつつ、中長期的な生産量
の維持・拡大を目指して積極的に投資を進めています。
　まず、埋蔵量補填・拡充の基盤となる探鉱事業においては、2011年1月から2月
にかけて、ベトナム海上鉱区の試掘井2坑において、原油・天然ガスを発見しました。
また、既に天然ガス等を発見している探鉱鉱区のうち、米国メキシコ湾の天然ガス層
および英国北海の天然ガス・コンデンセート層において、商業化が期待できることを確
認したため、引き続き埋蔵量の評価および開発計画の検討を進めています。このほか、
英国北海においても新規に探鉱鉱区を取得しました。さらに、2011年度に入り、パプ
アニューギニア、オーストラリアにおいて、天然ガスおよび原油を発見しました。また、
2011年5月には、カタールにおいて、世界最大のガス田であるノースフィールドガス
田のさらに深部に分布する層の探鉱権益を取得しました。
　開発事業については、パプアニューギニアのLNG（液化天然ガス）プロジェクトを推
進し、2014年の出荷開始に向けてプラント建設等に取り組んでいます。また、当社
が31.5％出資するアブダビ石油（株）は、アラブ首長国連邦において操業中の3油田
の権益に加え、未開発のヘイル油田の権益を対象とする30年間の利権契約締結に成
功しました。ヘイル油田の開発には、既設生産設備を活用できることから、経済性の
高い開発・生産が期待されます。
　また、生産中の油田・ガス田においては、オペレーターとしてプロジェクトを主導して
いるベトナム、マレーシアをはじめ、世界各地で展開しているプロジェクトの安全・安定
操業に努めています。

洋上石油貯蔵・出荷設備（船）

■ 石油・天然ガス開発の最近の成果

国 鉱区、
油・ガス田名 種類 鉱区の取得 油・ガス層の発見 油・ガス層の

広がりの確認
生産中油田の
利権更新

2010年10月 英国 214/26、
ほか11鉱区 ●

2011年1月 ベトナム 16-2 天然ガス ●

2011年2月 UAE ムバラス油田、
ほか2油田 原油 ●

UAE ヘイル油田 原油 ●

米国 デイビー・
ジョーンズ 天然ガス ●

ベトナム 05-1b/c 原油／
天然ガス ●

2011年3月 英国 カリーン 天然ガス ●

2011年4月 オーストラリア WA-290-P 天然ガス ●

パプアニューギニア PPL219 原油 ●

2011年5月 カタール Block A 天然ガス ●

オーストラリア WA-191-P 原油 ●

2011年7月 ベトナム 101-100/04 ●

生産中のヘラン・ガス田（マレーシア）



34 JX Holdings, Inc.

JX日鉱日石金属は、金属事業を担う中核会社です。銅を中心とし

た非鉄金属分野で、資源開発から製錬、環境リサイクル、電材加

工まで一貫した事業を展開しています。

　資源開発事業では、世界有数の優良鉱山に権益を有するほか、

三井金属鉱業（株）との合弁会社であるパンパシフィック・カッパー

（PPC）が、チリにおいて新規の開発プロジェクトを推進しています。

また、製錬事業では、PPCの国内拠点と、韓国における合弁会社で

あるLS-ニッコー・カッパーをあわせて、年間117万トンの銅地金生

産能力を有しています。

　環境リサイクル事業では、製錬事業で培った技術をベースに、使

用済み電化製品・電子機器等から銅・貴金属・レアメタル等の有価

金属を回収するリサイクル事業と、産業廃棄物を無害化する環境

事業を行っています。

　電材加工事業では、高純度化、高密度焼結、表面処理、精密圧

延・加工等の高い技術力を駆使した多彩な電子材料を製造してお

り、多くの製品で高い世界シェアを誇っています。

Metals Business

JX日鉱日石金属グループ

金属事業

2010年度概況
2010年度の銅の価格は上昇基調で推移し、年度平均では1ポンド当たり369セン
トと、前年度の水準（277セント）を大きく上回りました。資源開発事業では、海外の
投資鉱山の生産は概ね順調でした。一方、製錬事業では、銅地金の需要は堅調で
あったものの、低水準の買鉱条件や二次原料の逼迫により、減産を余儀なくされま
した。電材加工事業では、年度後半に調整局面があったものの、前半の海外を中心
とした好調な最終製品需要が寄与し、主要製品の販売量は前期を超える水準となり
ました。
　こうした状況のもと、2010年度の本事業の連結業績は、売上高9,406億円、た
な卸資産の影響を除いた実質経常利益は703億円と、前年度比249億円の増益
となりました。
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■ 経常利益の推移

岡田　昌徳
ＪＸ日鉱日石金属（株）
代表取締役社長
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資源開発事業・製錬事業

銅地金の需要は、中国をはじめとする新興国で、その経済発展とともに増加しています。
これに伴い、今後もその価格は堅調に推移すると見込まれます。一方、銅精鉱は、中国
の製錬能力の増強を背景に需給が逼迫し、製錬マージンは厳しい状況が続いています。
加えてリサイクル原料の逼迫もあり、製錬事業では銅地金の減産を強いられています。
　こうした状況の下、自山鉱比率*を高めるべく資源開発事業の強化を推進しています。
2010年4月にはロス・ペランブレス銅鉱山（チリ）の増産工事が完了しました。また、
同年5月には、エスコンディーダ銅鉱山（チリ）の権益を追加取得し、同鉱山に対する間
接持分は、3.0％に増加しました。また、PPCが75％を保有するカセロネス銅鉱山（チリ）
では、2013年の生産開始を目指して建設工事が順調に進んでいます。
　これらの施策により、製錬事業における自山鉱比率は現在の約20％から2014年度
には約50％に増加し、製錬マージンの変動に左右されにくい、資源・製錬のバランスの
取れた高収益体制が構築されます。
　さらに現在開発中の、バイオ・リーチングや日鉱式塩化法による新製錬技術は、低品
位銅鉱石からの効率的な金属回収を可能にし、環境負荷の低減に寄与します。こうし
た技術の優位性を、今後の新規鉱山権益の獲得にも活かしていきます。
* 自山鉱比率：鉱山権益ベースの精鉱中銅量÷国内製錬所で必要な精鉱中銅量

エスコンディーダ銅鉱山（チリ）

佐賀関製錬所（大分県大分市）

■ 資源開発事業・製錬事業の概要

製錬アライアンス

*1 JX日鉱日石金属の間接所有割合　
*2 生産能力 26万トンのうち、ＰＰＣ持分 63.51%

パンパシフィック・カッパー (PPC) 
61万トン（日本）

LS- ニッコー・カッパー
 56万トン（韓国）

66.0% 39.9%*1

100% 

鉱石安定
調達

投資

投資利益
JX日鉱日石金属

JXホールディングス海外鉱山

コジャワシ銅鉱山（チリ）

エスコンディーダ銅鉱山（チリ）

ロス・ペランブレス銅鉱山（チリ）

3.6%*1

3%*1

15%*1

佐賀関製錬所・日立精銅工場
45万トン

日比共同製錬（株）玉野製錬所
16万トン*2 温山工場

34.0% 5.0%
三井金属鉱業（株）

年間生産見込量
生産開始予定 生産期間 出資比率

（生産開始後10年間平均） （28年間平均）

銅精鉱 約15万トン*2 約11万トン*2 2013年9月
2013～2040年
（28年間）

PPC 75%
三井物産 25%電気銅（SX-EW法*1） 約3万トン 約1万トン 2013年1月

モリブデン 約3千トン 約3千トン 2013年9月

■ カセロネス銅鉱山プロジェクトの概要

*1 SX-EW法：溶媒抽出電解採取法
*2 含有銅量
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環境リサイクル事業

環境リサイクル事業は、世界的な環境意識の高まりや資源不足
を背景に、その重要度が増しています。
　2009年に稼働を開始し、多種多様なリサイクル原料から16
種類の非鉄金属を回収する日立事業所HMC（日立メタル・リサ
イクリング・コンプレックス）製造部では、操業度の向上、採収率
の改善等の改革を進めています。その他既存拠点における受入・
前処理・分析体制の強化とあわせて、国内事業ネットワークの充
実を図ります。
　また、海外からのリサイクル原料の調達拡大の一環として、彰
濱リサイクルセンター（台湾）からの受け入れを2010年に開始
しました。
　新規事業では、使用済み車載用リチウムイオン電池からのレ
アメタル回収技術について、実証化試験を概ね終了しました。
現在、2012年10月の事業化を目標に、設備の追加建設を行っ
ています。

電材加工事業

電材加工事業では、変化の早い市場ニーズに的確に対応するた
め、事業構造の見直しや経営資源の最適配分を常に模索してい
ます。
　圧延・加工材料部門においては、（株）鈴木製作所、三友電子
工業（株）の全株式取得により、精密圧延製品からプレス・めっ
き加工までの一貫生産体制を拡充しました。また、今後の需要
の拡大が見込まれる自動車・新エネルギー・医療用途等、IT以
外の分野への事業展開と新製品開発を推進しています。この一
環として、2011年1月には、車載向けリチウムイオン電池用正
極材の大幅な能力増強を、さらに、同年2月には車載用電子部
品の精密加工（プレス・めっき加工）を行う新工場の建設を決定
し、それぞれ2012年と2013年の稼働開始を予定しています。
　この他、圧延銅箔、半導体用ターゲット、フラット・パネル・ディ
スプレイ用ターゲット等の製品については、東日本大震災により
茨城県の主力工場が被災しましたが、2011年7月までに復旧
を果たしています。今後もスマートフォン等の市場拡大に対応し
た製品開発を進め、収益力の向上を図ります。

製品名 世界シェア
（2010年現在） 一次用途

圧延銅箔 1位　75% フレキシブル回路基板
電解銅箔 3位　12% プリント回路基板
半導体用ターゲット 1位　60% CPU、メモリーチップ等
FPD*1用ターゲット 1位　45% 透明導電膜
磁性材ターゲット 2位　30% ハードディスク等
コルソン合金 (C7025) 1位　45% リードフレーム、コネクター
チタン銅 1位　70% 高級コネクター等

りん青銅 1位　20% *2 コネクター、電子部品用ばね

■ 主な電材加工製品

*1 FPD：フラット・パネル・ディスプレイ   *2 アジアシェア

金属事業

■ 環境リサイクル事業の流れ
銅・貴金属含有リサイクル原料（購入）

JX金属環境（株）
（関東地区）

JX金属苫小牧ケミカル（株）
（北海道・東北地区）

JX金属敦賀リサイクル（株）
（関西・東海・北陸地区）

JX金属三日市リサイクル（株）
（北陸・中部地区）

電化製品・電子機器消費者 電材加工製品

無害化・再資源化

ＪＸ日鉱日石金属 日立事業所ＨＭＣ製造部

PPC 佐賀関製錬所

金属回収工程

環境グループ４社

使用済み製品の回収

圧延銅箔
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 46 社会・環境への取り組み（CSR）

Management 
Systems

ＪＸグループスローガン
エネルギー・資源・素材のＸ

みらい

を。

ＪＸグループ理念 
ＪＸグループは、エネルギー・資源・素材における創造と革新を通じて、
持続可能な経済・社会の発展に貢献します。

ＪＸグループ行動指針
わたしたちは、グループ理念を実現するために、
EARTH̶5つの価値観に基づいて行動します。

Ethics 高い倫理観
Advanced ideas 新しい発想
Relationship with society 社会との共生
Trustworthy products/services 信頼の商品・サービス
Harmony with the environment 地球環境との調和
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取締役および監査役
（2011年7月1日現在）

代表取締役会長
西尾　進路

代表取締役社長　社長執行役員
高萩　光紀

取締役　副社長執行役員
平井　茂雄
統合推進部・企画1部総括、
財務IR部管掌

取締役　常務執行役員
山縣　由起夫
監査部管掌

取締役
木村　康
ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)
代表取締役社長　社長執行役員

取締役
松下　功夫
ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)
代表取締役　副社長執行役員

取締役
古関　信
ＪＸ日鉱日石開発(株)
代表取締役社長　社長執行役員

取締役
岡田　昌徳
ＪＸ日鉱日石金属(株)
代表取締役社長　社長執行役員

取締役　常務執行役員
加賀美　和夫
総務部管掌

取締役　常務執行役員
内島　一郎
統合推進部・企画1部管掌

取締役　常務執行役員

川田　順一
CSR推進部・法務部管掌、
法務部長委嘱

取締役　専務執行役員
杉内　清信
企画2部総括、経理部管掌
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社外取締役
庄山　悦彦
2009年 (株)日立製作所
 相談役(現職)
2006年 (株)日立製作所
 代表執行役 執行役会長
 兼 取締役

社外取締役
高村　壽一
2008年 武蔵野大学
 名誉教授(現職)
1998年 武蔵野女子大学
 (現武蔵野大学)
 現代社会学部教授
1991年 (株)日本経済新聞社
 論説委員

社外取締役
阪田　雅裕
2006年 弁護士登録(現職)
 アンダーソン・毛利・友常
 法律事務所顧問(現職)
2004年 内閣法制局長官

社外取締役
小宮山　宏
2009年 (株)三菱総合研究所
 理事長(現職)
2005年 東京大学総長
1988年 東京大学
 工学部化学工学科教授

常勤監査役
伊藤　文雄

常勤監査役
田渕　秀夫

社外監査役

藤井　正雄
2003年 弁護士登録(現職)
1995年 最高裁判所判事

社外監査役
渡辺　裕泰
2004年 早稲田大学大学院
 ファイナンス研究科教授
 (現職)
2002年 国税庁長官

社外監査役
浦野　光人
2007年 (株)ニチレイ
 代表取締役会長(現職)

社外監査役

春　英彦
2002年 日本銀行政策委員会
 審議委員
2000年 東京電力(株)代表取締役
 副社長
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コーポレート・ガバナンス

業務執行

株主総会

ＪＸホールディングス

取締役会
（議長：代表取締役会長）
16名 うち社外取締役 4名

監査役会
6名 うち社外監査役 4名

報酬諮問委員会
（議長：社外取締役）

経営会議
（議長：代表取締役社長）

常勤取締役および
中核事業会社の社長等

会計監査人

中核事業会社

JX 日鉱日石エネルギー JX日鉱日石開発 JX日鉱日石金属 その他グループ会社

執行役員

グループ会社

監査部
（内部監査部門）

経営管理

監査役の選任・解任 会計監査人の
選任・解任取締役の選任・解任

執行役員の選任・解任

監視・監督

決裁 決裁

監査

内部監査

答申 付議決定諮問

会計監査

監査

連携連携

連携

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
ＪＸホールディングスは、エネルギー・資源・素材における創造と革新を通じて、持
続可能な経済・社会の発展に貢献することがＪＸグループに課せられた使命である
と自覚し、また、あらゆる事業活動において公正で責任ある企業行動を実践しつ
つ、企業価値の最大化を図ることが重要であると認識しています。
　当社においては、グループ一体となった成長戦略の展開と環境変化に即応した
事業遂行のために、迅速かつ機動的な意思決定と業務執行を推進することに加え
て、すべてのステークホルダーからの信頼と負託に応えるべく、経営の健全性と透
明性の確保に努めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としています。

コーポレート・ガバナンス体制
ＪＸホールディングスは、持株会社として、中長期のグループ戦略の策定とこれを実
現するための経営資源の戦略的な配分に注力するとともに、当社のもとに、石油を
中心とするエネルギー、石油・天然ガス開発および金属の各中核事業会社を置き、
これらの中核事業会社がグループの各事業の推進を担う体制を構築しています。
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取締役（会）
取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、「取締役会規則」に定める事項につ
いて、決議または報告を行なっています。原則として毎月1回開催し、十分な審議
を経て重要な業務執行を決定するとともに、職務の執行状況について取締役から
適切に報告を受けています。
　取締役の任期は1年とし、毎年、株主総会において信任を受けることとしていま
す。取締役16名のうち、高い見識と豊富な経験を有する社外取締役を4名選任
し、経営に対する客観的観点からの監督を強化しています。2010年度は、社外取
締役全員が13回開催された取締役会のすべてに出席し、重要な設備投資等の各
決議事項および業務執行状況等の各報告事項について質問を行い、意見を述べま
した。
　加えて、中核事業会社の社長ほかを当社の取締役とし、当社取締役会において
グループ一体となった事業戦略の審議・決定を行っています。

執行役員
取締役会における意思決定に基づき業務を執行する機関として、執行役員を置い
ています。

経営会議
取締役会決議事項は原則として事前に社長決裁を経ることとしており、社長決裁に
あたっての協議機関として経営会議を設置し、定期的に、また、必要に応じて随時、
開催しています。これにより、当社および中核事業会社の経営陣による集団的な
検討・討議を経て、適正かつ効率的な意思決定を行います。

氏名 役職・経歴等 当該社外取締役を選任している理由および独立役員に指定した理由

庄山 悦彦 独立役員
（株）日立製作所相談役

長年にわたり（株）日立製作所の経営の任にあたり、会社経営において、高い見識と豊
富な経験・確固たる実績を有していることから、当社の経営に対して指導・助言を行うこ
とができ、あわせて、独立した客観的な観点から、経営の監督を行うことができると判
断したため。

高村 壽一 独立役員
武蔵野大学名誉教授

（株）日本経済新聞社において理事、論説委員等を歴任し、その後は武蔵野女子大学（現
武蔵野大学）で教鞭をとるとともに、産業構造審議会の繊維部会および石炭部会の委
員を務める等、高度の専門的知識および経営に関する高い見識を有していることから、
当社の経営に対して指導・助言を行うことができ、あわせて、独立した客観的な観点か
ら、経営の監督を行うことができると判断したため。

阪田 雅裕 独立役員
弁護士、アンダーソン・毛利・
友常法律事務所顧問

長く大蔵省に勤務し、また、内閣法制局長官等の要職を歴任しており、行政・法制面に
おける豊富な専門知識と経験を有していることから、当社の経営に対して指導・助言を
行うことができ、あわせて、独立した客観的な観点から、経営の監督を行うことができる
と判断したため。

小宮山 宏 独立役員
（株）三菱総合研究所理事長

化学システム工学、機能性材料化学および地球環境工学を専門とし、東京大学にお
いて長く教育・研究に携わり、また、同大学の総長を務める等、高度の専門的知識と
大学経営における豊富な経験を有していることから、当社の経営に対して指導・助言を
行うことができ、あわせて、独立した客観的な観点から、経営の監督を行うことができる
と判断したため。

社外取締役
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氏 名 役職・経歴等 当該社外監査役を選任している理由および独立役員に指定した理由

藤井 正雄 独立役員
弁護士

長く裁判官を務め、大阪高等裁判所長官や最高裁判所判事を歴任する等、司法面にお
いて豊富な専門知識と経験を有しており、客観的かつ独立した公正な立場に立って当
社の取締役の職務の執行を監査することができると判断したため。

春 英彦 独立役員 長く東京電力（株）に勤務し、また、日本銀行政策委員会審議委員を務め、企業経営・金
融政策面において豊富な専門知識と経験を有しており、客観的かつ独立した公正な立場に
立って当社の取締役の職務の執行を監査することができると判断したため。

渡辺 裕泰 独立役員
早稲田大学大学院
ファイナンス研究科教授

大蔵省において国税庁長官等の要職を歴任し、その後は早稲田大学大学院および東
京大学大学院で教鞭をとり、高度の専門的知識および経営に関する高い見識を有し
ており、客観的かつ独立した公正な立場に立って当社の取締役の職務の執行を監査
することができると判断したため。

浦野 光人 独立役員
（株）ニチレイ 代表取締役会長

長年にわたり（株）ニチレイの経営の任にあたっており、会社経営の高い見識と豊富な経
験、確固たる実績を有しており、客観的かつ独立した公正な立場に立って当社の取締役
の職務の執行を監査することができると判断したため。

社外監査役

報酬諮問委員会
取締役および執行役員の報酬等にかかる決定プロセスの透明性・客観性を担保す
るため、取締役会の諮問機関として「報酬諮問委員会」を設置しています。報酬諮
問委員会は、社外取締役2名と代表取締役2名で構成され、社外取締役のうち
1名を議長としています。報酬諮問委員会では、取締役および執行役員の報酬等
の決定方針その他報酬等に関する事項を審議し、その結果を取締役会に答申して
います。

監査役（会）
監査役（会）は、監査役会規則および監査役監査基準に則り、法令に定める監査役
監査を網羅的に実行する体制を整え、取締役の職務の執行状況を日常的に監査し
ています。各監査役が分担して行った監査の経過および結果は、原則として毎月
1回開催される定例の監査役会において報告され、監査役全体で共有化が図られ
ています。
　監査役は、監査の実効性を高めるため、取締役会、経営会議等の重要会議に出
席し、報告を受け、必要に応じて意見を述べています。また、監査部および会計監
査人から、監査計画、実施状況、結果等について定期的に報告を受けるとともに、
意見・情報の交換を行なっています。
　監査役6名のうち、高い見識と豊富な経験を有する社外監査役を過半数の4名
とすることで、会社法制のもとにおいてその権限が強化・拡充されてきた監査役
（会）による取締役の職務執行の監査の実効性を確保しています。2010年度は、
社外監査役4名のうち2名が、14回開催された監査役会すべてに出席、2名は
13回出席し、持株会社としての統制のあり方、グループ会社の統合の進捗状況等
の案件について質問を行い、意見を述べました。また、社外監査役のうち1名が、
13回開催された取締役会すべてに出席、3名が12回出席しました。なお、常勤
監査役は中核事業会社の監査役を兼任しています。
　さらに、社外監査役を含む全監査役による監査機能を充実させるため、執行部
門から独立した組織として、監査役事務室を設置し、専任スタッフを配置して監査
役の職務を補助しています。

コーポレートガバナンス
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役員報酬
取締役および監査役の報酬等の額（総額の上限）は、2011年6月27日開催の第
1回定時株主総会において次のとおり定めています。
(1)  取締役の報酬等の総額は、1事業年度につき11億円以内（うち社外取締役分
2億円以内）とする。ただし、使用人（従業員）兼務取締役の使用人分の給与
および賞与は含まないこととする。

(2) 監査役の報酬等の総額は、1事業年度につき2億円以内とする。
　なお、取締役の報酬等は、役割に応じて毎月支給される基本報酬と、連結経常
利益に応じてその額が変動する賞与の2種類で構成し、当該事業年度の会社業績
を反映する体系としています。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる役員

（名）基本報酬 賞与

取締役（社外取締役を除く） 456 297 158 12

監査役（社外監査役を除く） 67 67 － 2

社外役員 102 91 10 8
注：上記には、社外取締役2名および社外監査役4名が2010年6月30日まで在任していた新日本石油（株）または新日鉱ホールディングス（株）から受けた報酬等（総額19百万円）は含ま
れていません。

取締役および監査役の報酬等の額（2010年度）

当社の会計監査人としての報酬等の額 470百万円

当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 1,094百万円
注：当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査との監査報酬の額は区分しておらず、実質的にも区分できません。このため、報酬
等の金額には、金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額も含まれています。なお、当社は新日本有限責任監査法人に対して、非監査業務を委託しておりません。

報酬等の額（2010年度）

リスクマネジメント
ＪＸグループでは、グループ各社で事業内容に応じたリスクマネジメント体制を整え、
コンプライアンス、労働安全、環境等、それぞれの個別リスクへの対応策を実施して
います。

緊急事態対応
ＪＸグループの経営に影響を及ぼす危機・緊急事態が発生した場合は、当社が全体
統括を担うこととし、被害を最小限に抑えるためにとるべき対応をまとめた「危機・
緊急事態対応規程」を定めています。
　当社総務部を緊急事態への対応にかかる常設の事務局としています。総務部長
を事務局長とし、当社およびグループ各社において緊急事態が発生した場合は、
緊急事態やそのために講じた措置の内容が直ちに事務局長へ報告される体制がと
られています。

会計監査
当社は、新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任し、会計監査を受けています。
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　また、緊急事態の重大性に応じて、当社判断のもと、対策本部もしくはグループ
会社との合同対策本部を設置し、迅速かつ的確に緊急事態に対応し、ＪＸグループ
に課せられた社会的使命を全うすることとしています。

情報セキュリティ管理
ＪＸグループは、「情報セキュリティ基本規程」に則り、会社の資産である会社情報
の不正な使用・開示および漏洩を防止するとともに、会社情報の正確性・信頼性を
保ち、改ざんや誤処理を防止し、許可された利用者が必要なときに確実にその会
社情報を使用できるようにしています。

コンプライアンス
ＪＸグループは、行動指針に｢Ethics 高い倫理観｣を掲げ、役員および社員に対し、
法令等の遵守を徹底させています。公正な企業活動を展開し、グループに対する
社会的信頼を向上させるため、グループ各社でコンプライアンスを徹底するための
規程類を整備し、職務上のあらゆる場面において、法令、定款および規程類を遵
守することを方針としています。
　ＪＸグループのコンプライアンス活動の方向づけおよびグループ全体として対応
が必要な事項の検討を行なうため、「ＪＸグループコンプライアンス委員会」を設置
し、グループ全体として取り組むべきコンプライアンス活動について、活動方針の
採択および活動結果の報告を行なっています。
　また、法令違反行為の早期発見および早期是正を図るとともに、法令違反行為
の通報者を適切に保護する観点から、主要なグループ会社に内部通報制度（コン
プライアンスホットライン）を設け、社内担当部署のほか、外部弁護士事務所を窓
口として、内部通報を受け付けています。

情報開示
情報開示の基本方針
当社は、適時適切な会社情報の開示が健全な資本市場形成の根幹をなすものであ
ることを十分に認識するとともに、透明性の高い経営を推進すべく、株主・投資家
の皆様に、迅速、適正かつ公平な情報開示に努めています。
　当社単体に関する情報はもとより、グループ会社に関する会社情報を迅速かつ
正確に把握・管理・開示する体制を整え、適時開示規則に該当する情報は、東京証
券取引所が提供する適時開示情報システム（TDnet）を通じて公開するとともに、
当社ウェブサイトにも同一資料を掲載しています。適時開示規則に該当しない情報
についても、基本方針・開示基準に則り、積極的に開示しています。
　また、当社は、「インサイダー取引防止規程」を制定し、インサイダー取引規制を
周知徹底させる体制を整備しています。
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ＩＲ活動
当社は、ＪＸグループの事業活動を幅広くご理解いただくため、積極的に経営方針・
経営情報等を発信しています。国内のアナリスト・機関投資家向けには、年4回、
マネジメント出席のもと、決算説明会を開催し、その模様は、資料とともに、動画等
をウェブサイトで公開しています。また、投資家訪問やコンファレンスへの参加等を
通じて、会長、社長、副社長またはIR担当役員が定期的に個別ミーティングを実施
しているほか、製油所、製錬所等の事業所説明会を年2回程度開催しています。
同様に、海外投資家に対しても、定期的な投資家訪問やコンファレンス等を通じて、
会長、社長、副社長またはIR担当役員が、個別ミーティングを実施しています。ま
た、決算発表後には、適宜、電話会議を実施しています。個人投資家向けには、
全国主要都市にて、定期的に会社説明会を開催し、社長、副社長、ＩＲ担当役員等
が会社概況を説明しています。2010年度は、全国11都市で16回開催し、約
1,640名の個人投資家にご参加いただきました。

2010年度は、当社のＩＲ活動に対して、複数の外部評価を受けました。
・ 日本証券アナリスト協会　「ディスクロージャー優良企業賞」
・  日興アイ・アール　「2010年度全上場企業ホームページ充実度ランキング調査
最優秀企業」

・ 大和インベスター・リレーションズ　「インターネットＩＲ　ベスト企業賞」

内部監査
内部監査部門として、監査部（11名）を設置し、内部監査および財務報告の適正
を確保するための内部統制システムを統括管理しています。内部監査はグループ
全体を対象とし、中核事業会社および上場関係会社の内部監査部門と連携・分担
して、内部監査計画に基づく通常監査および社長の特別な命により実施する特命
監査を行うこととしています。内部監査の結果については、定期的に経営会議お
よび取締役会に報告されています。

内部統制システム
当社は、「エネルギー・資源・素材における創造と革新を通じて、持続可能な経済・
社会の発展に貢献します」とのグループ理念、ならびに「高い倫理観、新しい発想、
社会との共生、信頼の商品・サービス、地球環境との調和」を掲げるグループ行動
指針のもと、経営の自己管理として、前述のコーポレート・ガバナンス、リスクマネ
ジメント、コンプライアンス、情報開示、内部監査等に関する事項を包含する「内部
統制システムの構築に関する基本方針」を定め、これに基づき業務の適正を確保す
るための体制（内部統制システム）を構築しています。

「コーポレート・ガバナンス報告書」を下記よりダウンロードできます。

http://www.hd.jx-group.co.jp/ir/system/governance.html
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低炭素社会への挑戦
ＪＸグループは、総合エネルギー企業として、環境負荷低減につながる新エネルギー
への取り組みを加速し、低炭素社会の実現に貢献していきます。
　地球温暖化防止策、資源の有効活用等、地球環境をめぐるさまざまな課題は、
グローバルな問題として広く認識されています。ＪＸグループは、無限で再生可能
な太陽光や燃料電池等の次世代エネルギーに果敢に取り組んでいます。また、さ
らなる革新的な技術として、水素やCO2を抽出するための分離膜技術の研究に取
り組むほか、「公益ENEOS水素基金」による独創的で先導的な基礎研究の助成、
工場や火力発電所等から排出される大量のCO2を分離・回収し、地中深くに封じ
込める技術開発を行う事業にも参画しています。

循環型社会への貢献
ＪＸグループは、地球資源を有効に活用するため、資源循環型社会の実現に積極的
に取り組み、持続可能な社会の構築に貢献していきます。
　ＪＸグループは、地球資源による事業を展開している企業グループとして、環境リ
サイクル事業によって、エネルギー・資源・素材の良いサイクルをつくり出すことが重
要な責務であると考えています。鉱物資源の乏しい日本ですが、都市鉱山*の金属
資源は、世界有数といわれています。それらをリサイクルし、新たな資源として活用
していくことは、循環型社会の構築に向けた主要な取り組みの一つであり、そこには
ＪＸグループのネットワークと鉱山開発や製錬で培った技術が活かされています。
* 廃棄された電子機器や家電製品等の中に存在する有用な資源を鉱山に見立てたもの

社会・環境への取り組み（CSR）

低炭素化・循環型社会の構築が求められるなか、エネルギー・資源・
素材産業の果たす役割が、これまでにも増して重要となってきまし
た。ＪＸグループは、持続可能な経済・社会の発展に貢献する、さま
ざまな研究・技術開発を進めています。ここでは、その内容の一部
をご紹介します。

より良い地球環境づくりのために

ＪＸグループのCSR活動

「ＪＸグループＣＳＲ報告2011」をウェブサイトからダウンロードできます。

ぜひご覧ください。　http://www.hd.jx-group.co.jp/csr/

JX Report
グループCSR報告2011

出典： 独立行政法人物質・材料研究機構の推計による

マンション等集合住宅向け太陽光発電システムの販売を
開始。屋上で発電した電気を各戸に供給し、余剰電気は
売ることも可能
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副社長メッセージ

取締役　副社長執行役員（財務IR部管掌）
平井　茂雄

JXグループ発足初年度である2010年度の売上高は9兆

6,344億円、経常利益は4,137億円、たな卸資産評価の影

響を除く実質経常利益は3,561億円、当期純利益3,117億

円となりました。中期経営計画の最大のテーマであった「石

油精製販売事業における劇的な変革」の成果と、原油価格・

1. 2010年度連結業績について

銅価格の上昇等により、中核3事業すべてが前年度を上回

る経常利益を計上することができました。なお、特別損益の

中には、統合に伴う「負ののれん」の一括償却益2,265億円

と、震災関連の特別損失1,260億円が含まれております。

市況概要

2009年度 2010年度 前年度比

原油価格（ドバイ）* （$/B） 67 82 +15

銅価格 （¢/lb）
暦年ベース
234 277

暦年ベース
342 369

暦年ベース
+108 +92

為替レート （¥/$）
暦年ベース
94 93

暦年ベース
88  86

暦年ベース
‒6 ‒7

* 2009年度は2009年3月～2010年2月、2010年度は2010年3月～2011年2月の平均（≒到着ベース）
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石油精製販売事業

石油製品の販売量は、景気の回復に加えて夏の猛暑の要因

等もあり、ほぼ前年並みとなりました。しかし中長期的には

国内需要は漸減傾向にあり、これに適切に対処するため日

量40万バーレルの原油処理能力削減を実施いたしました。

また、販売マージンは前年度から大きく改善しました。

　石油化学事業については、需給の緩和により年度前半に

低迷していたパラキシレンのマージンが、年度後半に回復し、

通期では前年を上回る水準となりました。しかし、原油高によ

るエネルギーコストの増と、円高により相殺されました。

　統合シナジーと製油所効率化については当初計画より前

倒しで実現し、496億円の効果を創出しました。これに加え

て償却方法の変更等による経費減もありました。

　この結果、たな卸資産評価の影響を除く実質経常利益は

1,965億円と、前年度の損失1,358億円から大幅に改善し

ました。

経常利益（たな卸資産評価影響を除く）の増減

（億円）

1,000

0

2,000

（2,000）

（1,000）

石油製品
3,168億円の増益＜（1,476）→1,692億円＞

石油化学製品
155億円の増益＜118→273億円＞

経費減
+597

シナジー効果 +76
製油所効率化 +9
償却方法変更他 +106シナジー効果 +312

製油所効率化 +99
償却方法変更他 +186

数量
+13

マージン他
+2,558

(1,358)

2009年度*

2010年度

1,965

経費減
+191マージン他

‒17
数量
‒19

* 新日本石油と新日鉱ホールディングスの単純合算

決算の概要 （億円）

2009年度* 2010年度 前年度比

売上高 90,080 96,344 +6,264
経常利益 1,873 4,137 +2,264
たな卸資産評価の影響を除いた実質経常利益（損失） (153) 3,561 +3,714
　石油精製販売事業 (1,358) 1,965 +3,323
　石油開発事業 490 595 ＋105
　金属事業 454 703 ＋249
　上場子会社他 261 298 ＋37
特別損失 (353) (65) +288
当期純利益 731 3,117 +2,386

* 新日本石油と新日鉱ホールディングスの単純合算
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経常利益の増減

（億円）
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原油価格影響
+254

2010年1‒12月
80

2009年1‒12月
62

WTI
（$/B） →

数量
‒80

為替影響 他
‒69

2009年度*

2010年度

2010年度
14.0

2009年度
14.3

原油・ガス
販売数量
（万BD）

→

石油開発
105億円の増益＜490→595億円＞

* 新日本石油と新日鉱ホールディングスの単純合算

石油開発事業

既存油田・ガス田の生産量減退を主因に、原油換算の販売

数量はわずかに減少し、日量14万バーレルとなりました。さ

らに円高による影響もありましたが、油価上昇のプラスが上

回り、経常利益は前年度の490億円から595億円に増加し

ました。

金属事業

資源開発事業では、出資銅鉱山の生産は順調に推移しまし

た。ロス・ペランブレス銅鉱山の増産およびエスコンディー

ダ銅鉱山の追加権益取得もあり、権益ベースの生産量（精

鉱中の銅量）は、前年度の8万2千トンから9万7千トンに

増加しました。円高による影響はありましたが、銅価の上昇

により大幅な増益となりました。

　銅製錬事業では、製錬マージンは依然として低水準にありま

すが、銅価および副産品価格の上昇により増益となりました。

　環境リサイクル事業は、震災の影響により日立事業所が被

災したことから、減益となりました。一方、電材加工事業は、

円高や震災の影響はありましたが、最終需要分野であるIT

関連製品市場がリーマンショック直後の落ち込みから回復を

見せ、増販・増益となりました。

　この結果、たな卸資産評価の影響を除く実質経常利益は、

前年度の454億円から703億円に増加しました。

経常利益（たな卸資産評価影響を除く）の増減

資源開発
162億円の増益＜279→441億円＞

銅製錬等
56億円の増益＜72→128億円＞

環境リサイクル、電材加工
31億円の増益＜103→134億円＞

（億円）
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234

銅価格（LME）
（¢/lb） →

増販・権益増
+33

環境リサイクル
‒9

703

454

金属価格
上昇
+211

増販・権益増
+33

為替・コスト他
‒82

銅価上昇
+30

副産品他
+26

電材加工
+40

2009年度*

2010年度

* 新日本石油と新日鉱ホールディングスの単純合算
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連結バランスシート 連結キャッシュ・フロー

手元資金
2,335

少数株主持分
2,579

総資産  62,600億円

休日の影響を除いた
フリー・キャッシュ・
フロー*2
1,090736

2,046
資産売却
収入 他 

減価償却費

設備投資・投融資
1,994

法人税・配当 他
1,144

運転資金増
3,437

フリー・
キャッシュ・フロー*2
90

キャッシュイン
6,665億円

キャッシュアウト
6,575億円

自己資本
16,283

その他負債
21,092

有利子負債
22,646

その他資産
60,265

3,883
経常利益*1

*1 持分法による投資利益は控除、持分法会社からの配当は含む
*2  休日の影響により、2009年度分の揮発油税納付時期が一部2010年度に
ズレ込むことによって、2010年度のキャッシュ・フローが約1,000億円悪化

2010年度末の、連結総資産は6兆2,600億円、連結純資

産は1兆8,862億円、うち自己資本は1兆6,283億円で、

自己資本比率は26.0％であります。また、有利子負債残高

は2兆2,646億円、手元資金は2,335億円で、ネットD/E

レシオは1.25倍となりました。

　震災関連の特別損失は、2010年度に1,260億円を計上

し、2011年度にも300億円を見込んでおります。しかしこ

の資金負担は、当初計画を上回る利益や、定常投資の削減、

資産売却の促進などで十分吸収できると考えております。

中期経営計画で掲げた成長のための戦略投資は維持しなが

ら、財務体質改善、すなわち2012年度末のネットD/Eレシ

オ1.0倍の目標を達成してまいります。

2. 財政状況について

　当社の今後の成長の核となる、上流の石油開発・銅資源

開発事業には多額の資金が必要となります。また、エネル

ギー・資源・素材を事業領域とするJXグループの収益は、景

気循環、石油・銅の市況、為替レート変動の影響を大きく受

けます。より強固な財務体質を築くことにより、事業環境の

いかなる変化も吸収しながら、将来に亘る成長を実現してま

いります。また同時に、資産の効率的活用も図り、持続的に

ROE10％以上を実現できる事業体制を構築することにより、

企業価値の向上につなげてまいります。



千米ドル 百万円

2011年3月期 2011年3月期 2010年3月期* 2009年3月期 2008年3月期 2007年3月期

経営業績（会計年度）
売上高
　JXホールディングス ............................ $115,867,661 ¥9,634,396 ¥9,008,017 ¥       — ¥       — ¥       —
　新日本石油 ......................................... — — 5,774,279 7,389,234 7,523,990 6,624,256
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 3,233,738 4,065,059 4,339,472 3,802,447
営業利益（損失）
　JXホールディングス ............................ 4,021,672 334,402 130,473 — — —
　新日本石油 ......................................... — — 86,735 (312,506) 263,962 159,684
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 43,738 (101,667) 103,186 132,258
経常利益（損失）
　JXホールディングス ............................ 4,974,949 413,667 187,269 — — —
　新日本石油 ......................................... — — 113,302 (275,448) 275,666 186,611
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 73,967 (67,433) 192,026 224,236
当期純利益（損失）
　JXホールディングス ............................ 3,749,080 311,736 73,106 — — —
　新日本石油 ......................................... — — 43,295 (251,613) 148,306 70,221
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 29,811 (40,794) 99,299 106,430

財政状態（会計年度末）
総資産
　JXホールディングス ............................ $ 75,285,123 ¥6,259,958 ¥6,196,739 ¥       — ¥       — ¥       —
　新日本石油 ......................................... — — 4,129,232 3,969,730 4,594,197 4,385,533
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 2,067,507 1,886,083 2,251,208 2,056,407
純資産
　JXホールディングス ............................ 22,684,798 1,886,241 1,765,652 — — —
　新日本石油 ......................................... — — 1,059,089 1,016,306 1,429,266 1,331,981
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 706,563 659,938 765,264 701,064

キャッシュ・フロー（会計年度）
営業活動によるキャッシュ・フロー
　JXホールディングス ............................ $  2,542,490 ¥  211,408 ¥ 40,674 ¥       — ¥       — ¥       —
　新日本石油 ......................................... — — 30,982 441,202 103,216 205,867
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 9,692 275,068 56,830 41,200
投資活動によるキャッシュ・フロー
　JXホールディングス ............................ (2,055,418) (170,908) (241,339) — — —
　新日本石油 ......................................... — — (145,531) (324,641) (199,709) (143,487)
　新日鉱ホールディングス ...................... — — (95,808) (93,775) (114,391) (97,576)
財務活動によるキャッシュ・フロー
　JXホールディングス ............................ (856,621) (71,228) 113,610 — — —
　新日本石油 ......................................... — — 62,499 (86,836) 6,374 44,408
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 51,111 (124,280) 74,418 37,401

（注）米ドルの金額は、2011年3月31日時点のレートで換算しています。
*2010年3月期のJXホールディングスの数値は、新日本石油および連結子会社と新日鉱ホールディングスおよび連結子会社の単純合算

連結主要財務サマリー
JXホールディングス株式会社および連結子会社
（新日本石油株式会社および連結子会社）
（新日鉱ホールディングス株式会社および連結子会社）
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米ドル 円

2011年3月期 2011年3月期 2010年3月期 2009年3月期 2008年3月期 2007年3月期

1株当たり情報
当期純利益（損失）
　JXホールディングス ............................ $     1.51 ¥   125.35 ¥    — ¥    — ¥    — ¥    —
　新日本石油 ......................................... — — 29.70 (172.42) 101.49 48.12
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 32.17 (44.02) 107.14 117.91
自己資本
　JXホールディングス ............................ 19,582.93 1,628,321 — — — —
　新日本石油 ......................................... — — 658.54 627.90 896.06 829.64
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 646.04 612.44 735.22 671.56
配当金
　JXホールディングス ............................ 0.19 15.50 — — — —
　新日本石油 ......................................... — — 18 20 12 12
　新日鉱ホールディングス ...................... — — 15 14 16 16

%

2011年3月期 2010年3月期 2009年3月期 2008年3月期 2007年3月期

経営指標
ROE
　JXホールディングス .......................................................... 19.1% — — — —
　新日本石油 ....................................................................... — 4.62% (22.62)% 11.76% 5.94%
　新日鉱ホールディングス .................................................... — 5.1 (6.5) 15.2 19.5
自己資本比率
　JXホールディングス .......................................................... 26.0 — — — —
　新日本石油 ....................................................................... — 23.2 23.1 28.5 27.7
　新日鉱ホールディングス .................................................... — 29.0 30.1 30.3 30.3

市況データ
為替（円／ドル） .................................................................... ¥86 ¥93 ¥101 ¥114 ¥117
原油価格（ドバイスポット、ドル／バーレル） .......................... $84 $70 $82 $77 $61
銅価格（LME、セント／ポンド） ............................................. ¢369 ¢277 ¢266 ¢344 ¢316
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経営成績と財政状態のレビューおよび分析
JXホールディングス株式会社及び連結子会社

当社は、2010年4月1日に、新日本石油株式会社と新日鉱
ホールディングス株式会社の経営統合により設立されました。
当連結会計年度が第1期となるため、前年同期との比較分析は
ありません。

（1）業績
当連結会計年度の連結業績は、売上高9兆6,344億円、経常
利益4,137億円、たな卸資産評価の影響を除いた経常利益相
当額は3,561億円となりました。
　特別利益は、統合に伴う負ののれんの一括償却（負ののれん
発生益）2,265億円、固定資産売却益145億円、持分変動利
益115億円等により、合計で2,576億円となりました。また、
特別損失は、災害による損失1,260億円、減損損失417億円、
退職特別加算金305億円、固定資産除却損143億円等によ
り、合計で2,641億円となりました。
　以上の結果、税金等調整前当期純利益は4,072億円とな
り、法人税等合計695億円及び少数株主利益260億円を差し
引き、当期純利益は3,117億円となりました。

（2）一般経済情勢及び当社グループを取り巻く環境
当連結会計年度における世界経済は、米国の景気が政策効果
に支えられて回復基調で推移したことに加え、中国をはじめと
する新興国の輸出・内需拡大による高成長に牽引され、総じて
緩やかに回復しました。一方、日本経済は、輸出が概ね堅調に
推移し、円高の影響による一時的な足踏み状態を脱して持ち直
しつつありましたが、東日本大震災の影響により、景気の落ち
込みが懸念される状況となりました。
　資源・エネルギー分野の市況については、原油価格は、年度
前半は安定的に推移したものの、後半は、世界経済の見通しに
明るさが見え始めるにつれて投機資金が流入し、徐々に上昇し
ました。さらに、チュニジアの政変に端を発した中東・北アフリ
カ諸国の政情不安の影響を受け、2011年3月にはドバイ原油
で1バーレル当たり110ドル前後の水準となりました。また、銅
価格は、世界的な需要回復を背景に上昇傾向で推移し、2011
年2月にはLME（ロンドン金属取引所）銅価格が1トン当たり
1万ドルを超える史上最高値を記録しました。
　他方、円の対米ドル相場については、期初には93円前後でし
たが、総じて円高基調で推移し、2011年3月には一時80円を
割る水準まで高騰しました。

（3）事業活動の経過及び成果
東日本大震災の影響及び対応状況
2011年3月11日の東日本大震災発生後、当社及び中核事業
会社においては、被害の規模が甚大であると判断し、直ちに、

各社長を本部長とする対策本部を設置し、被災状況の情報収
集に努めるとともに、エネルギー・素材の安定的供給の責務を
果たすべく各事業分野において緊急対応に取り組みました。

　石油精製販売事業については、我が国観測史上最大のマグ
ニチュード9.0を記録した大地震とこれに伴う大津波により、
仙台・鹿島の両製油所が被災するとともに、根岸製油所も一時
生産を中断し、さらには、東北地方太平洋岸を中心に、油槽所、
タンクローリー及びSSに被害が生じました。また、鉄道、道路
等の物流網が毀損し、震災後の一時期は、被災地における石
油製品の供給が途絶する事態となりました。
　この状況下、根岸製油所における生産の早期再開、水島製油
所の原油処理能力の増強、製品輸出の国内供給への振替など、
生産・調達両面での対策を講じるとともに、東北地方に向けて
室蘭・根岸両製油所から石油製品を輸送することに加えて、西
日本地域からタンクローリーを緊急移送し、また、油槽所の復
旧工事に取り組むなど、物流面での対応を行うことにより、被
災地に向けた石油製品の供給に全力を尽くしました。この結
果、2011年4月中旬からは、被災地に対して、安定的な製品供
給を行うことが可能となりました。
　鹿島製油所においては、2011年6月4日より生産再開し、
仙台製油所については、2012年3月末までに生産を再開すべ
く、目下、その具体的な復興計画を策定しているところです。

　金属事業については、地震により、電気銅を生産する日立精
銅工場、圧延銅箔（携帯電話等の屈曲部分に使用される電材加
工製品。世界シェア1位）の最終工程を担う白銀工場（現日立
事業所）、ITOターゲット（液晶パネルの製造に使用される電材
加工製品。世界シェア1位）を生産する磯原工場をはじめ、東
北・北関東地方に所在する事業所・工場の一部設備が破損し、
また、停電・断水等により操業停止を余儀なくされましたが、各
事業所・工場とも破損設備を修理し、電気銅及び電材加工製
品の生産を順次再開させています。

　なお、当社及び中核事業会社は、今回の震災に当たり、日本
赤十字社を通して3億円の義援金を拠出するとともに、風評被
害に遭われている東北・関東地方の農産物生産者を応援するた
め、同地方の農産物を社員食堂の食材として使用し、また、JX
グループ社員を対象とした農産物の販売会を実施しました。さ
らに、被災した子供達の心のケアの一助になればとの思いから、
被災地の避難所に対して、当社が発行する童話集「童話の花
束」を贈呈しました。
　改めまして、被災された方々にお見舞い申し上げますととも
に、被災地の早期復旧・復興をお祈り申し上げます。

1．経営成績に関する分析

54 JX Holdings, Inc.



石油精製販売事業（JX日鉱日石エネルギーグループ）
国内の石油製品の需要は、夏場の記録的な猛暑に起因して、ガ
ソリン、軽油及び電力用C重油が前期を上回ったものの、燃料
転換の進展によってA重油が減少したことなどから、全体とし
ては、前期並みの実績にとどまりました。また、アジアにおける
石油化学製品の需要は、堅調に推移しました。
　このような状況下、石油精製販売事業については、統合によ
りはじめて可能となった事業変革を早期に実現すべく、次のと
おり、諸施策を展開しました。

　石油製品の生産面においては、国内需要の減少に適切に対
処し、国内最高の競争力を有する生産体制を構築すべく、原油
処理能力の削減と製油所の効率化に取り組みました。具体的
には、鹿島・根岸・水島・大分の各製油所における原油処理能
力を順次削減するとともに、中国石油天然ガス集団公司グルー
プとの合弁により「大阪国際石油精製株式会社」を設立し、大
阪製油所をアジア・太平洋市場向けの輸出型の製油所に転換
することにより、グループ全体において、目標としていた日量40
万バーレル分の原油処理能力削減を達成し、製油所の稼働率を
高めました。また、各製油所において、プロピレン（合成樹脂、合
成繊維の原料）等の石油化学製品の増産、自家消費エネルギー
の効率的な利用など、製油所の操業効率化に注力しました。

　石油製品の販売面においては、統合効果を早期に発揮すべく、
まず、石油精製販売事業におけるブランド（商標）を「ENEOS」
に統一し、系列SSのシンボルマーク・デザインの統合を図りまし
た。また、2010年11月、ブランド統一後の新商品として、優れ
た省燃費性能及びエンジン清浄性能を有する潤滑油「ENEOS
プレミアムモーターオイル SUSTINA」の販売を開始しました。加
えて、電気・天然ガス等との厳しい競争に直面しているLPガス（液
化石油ガス）事業の基盤を強化するため、2011年3月、LPガス
事業を分割の上、同事業を営む三井丸紅液化ガス株式会社と
統合することにより、新会社「ENEOSグローブ株式会社」を発
足させました。一方、石油化学製品については、経営統合により、
パラキシレン（合成繊維、ペット容器等の原料）ではアジア最大
となる262万トンの供給能力を有する体制となり、パラキシレン、
プロピレンを中心にアジア向けの販売に努めました。

　海外事業においては、2010年12月、インドネシアにおいて、
新たに潤滑油製造会社を設立し、現在、2012年3月の生産開
始に向けて、鋭意準備を進めています。これまで、中国、シンガ
ポール及び米国の3か国・5拠点に潤滑油製造会社を設立しま
したが、今般のインドネシアにおける製造拠点の新設により、拡
大するアジア諸国の潤滑油需要を獲得すべく、一段と体制を強
化したいと存じます。

　新エネルギー事業においては、まず、「エネファーム（ENE・
FARM）」の商品名称で販売する家庭用燃料電池に関して、
2011年10月を目処に、これまで販売していた固体高分子形燃
料電池（PEFC型）に加え、新たな機種として、固体酸化物形燃
料電池（SOFC型）の販売を開始することとしました。SOFC型
は、PEFC型に比べ、コンパクトであり、さらに、発電効率が優れ
ている点に特長があり、環境にやさしい分散型発電装置として、
今後、需要の伸びが期待されます。また、同様に将来の需要増
が見込まれる蓄電池関連事業については、韓国・GSカルテック
ス社との間で合弁会社「パワー・カーボン・テクノロジー社」を設
立し、同合弁会社において、2010年4月から、キャパシタ（短時
間で大量の電気を取り出すことのできる効率的な蓄電池）の電
極用炭素材を製造・販売しています。これに続いて、2011年2月、
GSカルテックス社との間で、リチウムイオン電池用の負極材の製
造・販売事業を、同合弁会社において行うことについて合意に達
し、現在、2012年3月の完成を目指し、生産設備を建設中です。

　なお、石油精製販売事業については、中期経営計画において、
統合後3年以内に、統合シナジー800億円に加えて、製油所効
率化による290億円を合わせた合計1,090億円の効果創出を
目標としています。初年度である当期においては、製油所・製造
所における生産の最適化・省エネルギー、物流の効率化、各部門
における経費削減の推進等により、496億円（統合シナジー
388億円、製油所効率化108億円）の改善を実現しました。
　こうした状況のもと、石油精製販売事業の売上高は8兆
1,319億円となり、経常損益は原油価格の上昇に伴う在庫影響
（総平均法によるたな卸資産の評価が売上原価に与える影響）
による会計上の利益が572億円発生したことや、石油製品マー
ジンが堅調に推移したことなどにより、2,537億円となりました。

石油開発事業（JX日鉱日石開発グループ）
世界の石油・天然ガス需要は、回復基調で推移し、中長期的に
も拡大する見通しであることから、油田・ガス田を巡る激しい獲
得競争が続いています。加えて、メキシコ湾の原油流出事故を契
機に、米国における操業規制が強化され、開発コストの増加を
招くなど、石油開発事業を取り巻く環境は、厳しさを増しました。
　このような状況下、石油開発事業においては、原油換算で日
量20万バーレルの原油・天然ガスを生産するという長期的な
目標を掲げ、中期経営計画の基本戦略に沿って、次のとおり諸
施策を展開しました。

　埋蔵量の補填・拡充の基盤となる探鉱事業については、ベト
ナム海上鉱区の試掘井2坑において原油・天然ガスを発見しま
した。また、既に天然ガス等を発見している探鉱鉱区のうち、米
国メキシコ湾の天然ガス層及び英国北海の天然ガス・コン
デンセート層において、商業化が期待できることを確認したため、
引き続き埋蔵量の評価及び開発計画の検討を進めています。こ
のほか、英国北海において新規に探鉱鉱区を取得しました。
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　商業生産に向けた準備段階である開発事業については、パ
プアニューギニアのLNG（液化天然ガス）プロジェクトを推進し、
2014年の出荷開始に向けてプラント建設等に取り組みまし
た。また、JX日鉱日石開発が31.5％を出資するアブダビ石油
株式会社は、アラブ首長国連邦において、同社が操業中の3油
田の権益に加え、未開発のヘイル油田の権益を対象とする30
年間の利権契約締結に成功しました。ヘイル油田の開発には、
同社が保有する既設生産設備を活用できることから、経済性
の高い開発・生産が期待されます。

　操業中の油田・ガス田における生産事業については、オペ
レーターとしてプロジェクトを主導しているベトナム、マレーシ
アをはじめ、世界各地で展開しているプロジェクトの安全・安定
操業に努め、原油換算で日量14万バーレルの原油・天然ガス
を生産しました。

　このほか、資産ポートフォリオ再構築（保有資産の最適化のた
めの選択と集中）の一環として、米国メキシコ湾に有する油田・
ガス田の一部を売却しました。また、新技術への取組みについ
ては、操業中のランドン油田（ベトナム）において、独立行政法
人石油天然ガス・金属鉱物資源機構及びペトロベトナム社（ベト
ナム国営石油）等とともに、原油回収率向上のためにCO2を油
層に圧入する技術の実証試験を実施することを決定しました。
この技術は、産業活動により排出されたCO2を用いて原油の
生産量を増加させると同時に、そのCO2を貯留する効果もある
ことから、地球温暖化防止に役立つことが期待されます。
　こうした状況のもと、石油開発事業においては、原油価格が
堅調に推移したことなどにより、売上高は1,488億円、経常利
益は595億円となりました。

金属事業（JX日鉱日石金属グループ）
世界の銅需要は、経済成長が続く中国を中心に堅調に推移し
ました。また、電子材料（機能材料（銅箔、精密圧延品及び精密
加工品）及び薄膜材料）の需要については、年度前半は海外に
おける最終製品の生産増を背景に好調であったものの、後半
は、一部の最終製品の在庫調整の影響を受けて、関連する電
子材料の需要が伸び悩みました。
　このような状況下、金属事業においては、中期経営計画の基
本戦略に基づき、次のとおり諸施策を展開しました。

　銅事業については、資源開発分野に関し、自山鉱比率（「製
錬に必要な精鉱銅量」に占める「権益を有する精鉱銅量」の割
合）を高めるべく、エスコンディーダ銅鉱山（チリ）の権益を追
加取得したほか、2013年度の生産開始を目指してカセロネス
銅・モリブデン鉱床（チリ）において建設工事を進めました。一
方、製錬・製造分野に関しては、佐賀関製錬所、玉野製錬所及
び韓国の合弁製錬所の操業が順調に推移し、また、中国の銅

荒引線製造会社において、2010年3月に年間30万トンの生
産能力を有する最新鋭設備が完成して操業を開始しました。

　環境リサイクル事業については、多様なリサイクル原料から幅
広い種類の非鉄金属を回収するHMC（日立メタル・リサイク
リング・コンプレックス）を本格稼働させ、事業基盤の強化を図っ
ています。さらに、リサイクル原料の集荷力強化のため、台湾の
子会社が集荷した原料を佐賀関製錬所に受け入れ、有価金属の
回収を始めました。また、使用済み自動車用リチウムイオン電池
に含まれるレアメタルのリサイクル技術については、これまでの
実証化試験で技術の有効性を確認し、現在は更なる実証化試
験と事業化に向けた種々の検討を行うこととしています。

　電材加工事業については、めっき専業メーカーである三友電
子工業株式会社の全株式を取得し、精密加工の後めっき工程
を強化したほか、精密プレス加工会社である株式会社鈴木製
作所を完全子会社化し、精密圧延からプレス・めっきまでの一
貫生産体制を確立しました。さらに、2011年から静岡県掛川
市に車載用電子部品向け精密部材（精密圧延品にプレス・めっ
き加工を施したもの）の製造工場の建設を開始し、今後、精密
部材の供給体制を一段と強化する予定です。また、磯原工場に
おいては、電気自動車等の次世代環境対応車に搭載されるリ
チウムイオン電池に用いる高品質の正極材の量産体制を整える
ため、設備の建設に着手しました。

　こうした状況のもと、金属事業においては、金属価格が堅調
に推移したことなどにより売上高は9,406億円、経常利益は
707億円となりました。

その他の事業
その他の事業においては、売上高4,728億円、経常利益251
億円となりました。
　株式会社NIPPOの中核事業である舗装工事等の土木事業
については、民間設備投資に持ち直しの傾向が見られたもの
の、公共投資が低調に推移し、厳しい経営環境が続いていま
す。同社は、技術の優位性を活かした受注活動や、コスト削減・
業務の効率化に取り組み、収益力の向上に努めました。
　東邦チタニウム株式会社が担うチタン事業については、チ
タン需要が航空機分野及び一般工業分野ともに回復しつつあ
る環境下、北九州市のスポンジチタン新工場（若松工場）の営
業運転を開始し、スポンジチタンの生産能力が大幅に増加しま
した。さらに、世界的なチタン需要の拡大が見込まれることか
ら、2012年4月の稼働開始を目指し、同工場の能力増強工事
に着手しました。

　なお、上記セグメント別の売上高には、セグメント間の内部
売上高595億円が含まれています。
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（1）連結貸借対照表
資産   当連結会計年度末における資産合計は6兆2,600

億円となりました。
負債  当連結会計年度末における負債合計は4兆3,737億

円となりました。なお、同年度末における有利子負債
残高は2兆2,646億円となりました。

純資産  当連結会計年度末における純資産合計は1兆8,862
億円となりました。

　なお、自己資本比率は26.0％、1株当たり純資産額は
654.77円、ネットD／Eレシオ（ネット・デット・エクイティ・レ
シオ）は1.25倍となりました。

（2）連結キャッシュ・フロー
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」
という。）は2,324億円となり、期首に比べ484億円増加しま
した。
　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。
　営業活動の結果、資金は2,114億円増加しました。これは、
税金等調整前当期純利益（4,072億円）、減価償却費（2,066
億円）等による資金増加要因が、負ののれん発生益（2,265億
円）、たな卸資産の増加（2,048億円）等による資金減少要因
を上回ったことによるものです。
　投資活動の結果、資金は1,709億円減少しました。これは、
主として製油所における石油製品製造設備への投資及び石油・
天然ガス開発事業への投資によるものです。
　財務活動の結果、資金は712億円減少しました。これは、有
利子負債の減少による支出（397億円）、配当金の支払額（304
億円）等によるものです。

　また、株式移転により資金が825億円増加しました。
　なお、キャッシュ・フロー関連指標は、次のとおりです。

2011年3月期

自己資本比率（％） 26.0

時価ベースの自己資本比率（％） 22.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 10.7

インスタント・カバレッジ・レシオ（倍） 7.3

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産
 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い
1. 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しています。
2. 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。
3.  キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ
シュ・フローを使用しています。

4.  有利子負債は、連結貸借対照表の短期借入金、コマーシャル・ペーパー、社債
及び長期借入金の合計値を、利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息
の支払額をそれぞれ使用しています。

（3）特定融資枠契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関6
行と特定融資枠契約（コミットメントライン契約）を締結してい
ます。当該契約の極度額は2,550億円であり、当連結会計年
度末において同契約に係る借入残高はありません。また当社
は、在外連結子会社2社と共同で、取引金融機関3行と特定融
資枠契約を締結しています。当該契約の極度額は2億米ドルで
あり、当連結会計年度末において同契約に係る借入残高はあり
ません。

2．財政状態に関する分析

当社は、配当について、連結業績を反映した利益還元の実施を
基本としながら、安定的な配当の継続に努めていく方針として
います。この方針の下、当期の配当については、連結業績、資金
バランス等を勘案し、期末配当を1株当たり8円とし、中間配当
と併せて1株当たり年間15円50銭といたします。
　当社は、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行
うことを基本としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、
期末配当については株主総会、中間配当については取締役会
です。また当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を

基準日として、剰余金の配当（中間配当）をすることができる。」
旨、定款に定めています。
　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

2010年11月29日　取締役会 18,675 7.5

2011年6月27日　定時株主総会 19,919 8.0

3．配当政策
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JXグループ（以下「当社グループ」）の事業において、重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。
なお、文中の将来に関する事項は、別段の表示がない限り、当社が本資料作成日現在において判断したものです。

① 期待した統合効果が達成できないリスク
当社は、経営統合の第一段階として、2010年4月1日に新日
本石油株式会社と新日鉱ホールディングス株式会社が共同して
株式移転を行うことにより設立されました。同年7月1日に、当
社グループは、経営統合の第二段階として、当社を持株会社と
し、その傘下に石油精製販売事業、石油開発事業、金属事業の
中核事業会社3社を擁するグループ体制を整えました。
　当社グループは、統合シナジーの実現、徹底的なコスト削減
に向けて取り組んでいます。しかしながら、当社グループが統合
の過程において直面する種々の課題に対処できない場合には、
想定した統合効果が達成できない可能性があります。対処すべ
き課題のうち主要なものとしては、以下のものが考えられます。
●  組織、企業文化の統合
●  原油処理能力の削減等、重複する設備の合理化
●  製品やサービスの迅速かつ効率的な一元化
●  経営資源の効率的配分
●  情報システムの統合

① 原料供給源に関するカントリーリスク
当社グループは、原料の多くを海外から調達しており、特に、原
油は中東の、銅精鉱は南アメリカ、東南アジア及びオーストラリ
アの、それぞれ限られた供給源にほぼすべてを依存しています。
こうした国、地域における政治不安、社会混乱、経済情勢の悪
化、法令・政策の変更等のカントリーリスクにより、当社グルー
プの業績が影響を受ける可能性があります。

② 統合により顧客、取引先との関係が変化するリスク
当社グループは、統合持株会社となったことで、新日石グループ
及び新日鉱グループの顧客、仕入先、ビジネスパートナーから、
取引の延期、保留や共同事業の解消などの要請を受ける可能
性があります。結果的に、顧客、取引先事業との関係が変化し
た場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な
影響を及ぼす可能性があります。

② 中国その他アジア諸国における事業に関するリスク
当社グループの製造する電気銅、石油化学製品、電材加工製品
等の販売は中国その他アジア諸国での需要に大きく依存して
おり、また、当社グループは、これらの地域での更なる事業拡大
を期待しています。
　何らかの事由により、これらの地域における当社グループの
製品に対する需要の減退等が生じた場合には、当社グループ
の財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があり
ます。

経営統合に関するリスク

グループ全体に関するリスク

事業等のリスク
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③ 外国為替相場の変動に関するリスク
当社グループにおいては、外貨建ての営業取引による収入及び
支出が発生しており、また多額の外貨建て資産及び負債を有し
ています。そのため、外国為替相場の変動は、資産、負債、収
入及び支出の円貨換算額に影響を及ぼす可能性があります。
　また、外国為替相場の変動は、海外の連結子会社又は持分
法適用関連会社の財務諸表を円貨換算する場合にも重大な影
響を及ぼす可能性があります。

④ 第三者との提携、事業投資に関するリスク
当社グループは、様々な事業分野において、合弁事業その他の
第三者との提携及び他企業等への戦略的な投資を行っていま
す。これらの提携や投資は、当社グループの事業において重要
な役割を果たしており、種々の要因により、重要な合弁事業が
経営不振に陥り、又は提携関係や投資における成果を挙げるこ
とができない場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に
重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 事業の再構築に関するリスク
当社グループは、コスト削減、事業の集中と効率性の強化を図
ることとしており、事業の再構築に伴う相当程度の特別損失が
発生する可能性があります。
　当社グループがその事業の再構築を適切に行うことができ
ず、又は、再構築によっても、想定した事業運営上の改善を実
現することができなかった場合は、当社グループの財政状態及
び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 設備投資及び投融資に関するリスク
当社グループにおいては、事業の維持・成長のために、継続的
な設備投資及び投融資を必要としていますが、キャッシュ・フ
ローの不足等の要因によりこれらの計画を実行することが困難
となる可能性があります。また、実際の投資額が予定額を大幅
に上回り、あるいは計画どおりの収益が得られない可能性もあ
ります。

⑦ 資源開発に関するリスク
当社グループが行っている石油及び天然ガス田並びに銅鉱床
における探鉱及び開発活動は、現在、商業化に向けて、様々な
段階にあります。探鉱及び開発の成功は、探鉱・開発地域の選
定、設備の建設コスト、政府による許認可、資金調達等、種々
の要因に左右されます。個々のプロジェクトが商業化に至らず、
投資費用が回収できない場合には、当社グループの財政状態及
び経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

⑧ 環境規制に関するリスク
当社グループの事業は、広範な環境規制の適用を受けており、
これらの規制により、環境浄化のための費用を賦課され、環境
汚染を生じた場合には、罰金・賠償金の支払いを求められ、又
は操業の継続が困難となる可能性があります。
　当社グループの事業においては、相当量の排水、排ガス及び
廃棄物が発生し、不測の事態により排出量が基準値を超える
可能性があります。また、今後、規制が強化される可能性があ
ります。これらの環境規制及び基準に関する義務や負担は、当
社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可
能性があります。

⑨ 操業に関するリスク
当社グループの事業は、火災、爆発、事故、輸出入制限、自然災
害、鉱山の崩落や天候等の自然現象、労働争議、原料や製品の
輸送制限等の様々な操業上のリスクを伴っており、これらの事
故、災害等が発生した場合には、多大な損失を蒙る可能性があ
ります。
　当社グループは、可能かつ妥当な範囲において事故、災害等
に関する保険を付していますが、それによってもすべての損害を
填補し得ない可能性があります。

⑩ 知的財産権に関するリスク
当社グループは、事業遂行のため、特許権等の各種知的財産権
を保有していますが、状況によってはその確保が困難となり、又
は有効性が否認される可能性があります。また、当社グループ
の企業秘密が第三者により開示又は悪用される可能性もあり
ます。さらに、急速な技術の発展により、当社グループの事業に
必要な技術について知的財産権による保護が不十分となる可
能性があります。
　また、当社グループの技術に関して第三者から知的財産権の
侵害クレームを受けた場合は、多額のロイヤルティー支払い又
は当該技術の使用差止めの可能性もあります。
　以上のように、当社グループがその事業を行うために必要な
知的財産権を確保し、又はそれを十分に活用することができな
い場合などには、当社グループの業績に影響を与える可能性が
あります。
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⑪ 有利子負債に関するリスク
当社グループは、多額の有利子負債により事業活動等が制約を
受ける可能性があり、また、負債の元利金支払のために、追加
借入又は資産の売却等による資金調達を必要とする可能性が
ありますが、こうした資金調達を行うことができるか否かは、金
融市場の状況、当社の株価、資産の売却先の有無等様々な要
因に依存しています。さらに、国内外の金利が上昇した場合に
は、金利負担が増加することにより、当社グループの財政状態
及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑫ たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げに関するリスク
当社グループは、多額のたな卸資産を所有しており、原油、石油
製品、レアメタルの価格下落等により、たな卸資産の期末におけ
る正味売却価額が帳簿価額よりも低下したときには、収益性が
低下しているとみて、期末帳簿価額を正味売却価額まで切下げ
て売上原価等に計上することとなるため、当社グループの財政
状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

⑬ 固定資産の減損に関するリスク
当社グループは、多額の固定資産を所有しており、経営環境の
変化等に伴い、その収益性の低下により投資額の回収が見込
めなくなった場合には、その回収可能性を反映させるように固
定資産の帳簿価額を減額し、その減少額を減損損失とするこ
ととなるため、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を
与える可能性があります。

⑭ 情報システムに関するリスク
地震などの自然災害や事故等により情報システムに障害が発
生し、業務が停止する可能性があります。その場合、当社グルー
プの生産・販売活動に支障を来たすとともに、取引先の事業に
深刻な影響を及ぼす可能性があります。

⑮ 内部統制システムの構築に関するリスク
当社グループはかねてから、コンプライアンス、リスク管理等の
充実に努めており、財務報告に係る内部統制を含め、内部統制
システムの充実強化を図っていますが、当社グループが構築し
た内部統制システムが有効に機能せず、ディスクロージャーの
信頼性等を確保できない事態が生じた場合には、ステークホル
ダーの信頼を一挙に失うことにもなりかねず、当社グループの財
政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑯ 個人情報の管理に関するリスク
当社グループは、石油販売、貴金属積立等の事業に関連して顧
客の個人情報を管理しており、その保護対策として、今後多額
の費用を必要とする可能性があります。また、顧客の個人情報
が流出し又は悪用された場合、上記事業に重大な影響が及ぶ
可能性があります。
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石油精製販売 
① 石油精製販売事業におけるマージンの変動に関するリスク
当社グループにおける石油製品のマージンは、主に原油価格と
石油製品価格との関係に左右され、当社グループがコントロー
ルし得ない要因によって決定されます。原油価格に影響を及ぼ
す要因としては、円の対米ドル為替相場、産油地域の政治情
勢、OPECによる生産調整、全世界的な原油需要等がありま
す。また、石油製品価格に影響を及ぼす要因としては、石油製
品の需要、海外の石油製品市況、国内の石油精製能力及び稼
働率、国内のサービスステーション総数等があります。当社グ
ループは、石油製品価格を従来原油価格の変動と連動して決
定してきましたが、石油製品の需給状況や市況動向を適切に反
映した、公平かつ透明な価格体系を構築すべく、2008年11月
以降、石油製品市況に連動した新価格体系への移行を進めてい
ます。従って、原油価格や石油製品市況の動向次第では、マー
ジンが大きく悪化し、当社グループの財政状態及び経営成績に
重大な影響を及ぼす可能性があります。
　また、石油化学製品のマージンも原油価格やナフサ等の原料
油価格と石油化学製品価格との関係に左右され、当社グループ
がコントロールし得ない要因によって決定されます。石油化学
製品価格については、生産設備の新増設による供給能力拡大
と衣料・自動車・家電等の需要動向によって影響されます。需
給緩和等により、原油・原料油価格のコスト上昇を製品価格に
転嫁することが困難になり、当社グループの財政状態及び経営
成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

② 国内の石油製品の需要動向及び競合に関するリスク
先進国を中心として、地球温暖化ガスの削減、省エネルギー・
省資源の推進等、地球環境問題への取り組みが一段と本格化
し、「低炭素社会」の実現に向けた動きが加速するものと考え
られます。このような状況下、国内石油製品需要については、低
燃費車の普及、ガス・電気等へのエネルギー転換の進展に影響
され、今後も減少を続けることが予想されます。このような国
内需要の減少傾向が続くか、あるいは更に加速する場合、当社
グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性が
あります。また、国内石油精製販売事業においては、現在、企
業間で激しい競争が行われていますが、国内需要の減少傾向
が、この状況を更に加速する可能性があります。このような競
争環境の激化が、当社グループの財政状態及び経営成績に重
大な影響を及ぼす可能性があります。

③ 原油及び製品の調達元に関するリスク
当社グループは、原油については全量を海外とりわけ中東から、
製品については一部を海外又は国内から調達しています。産油
国における政治情勢の変動及び国内外の製品需給状況等によ
り原油及び製品の調達に支障が生じ、適切な代替供給源を確
保することができない場合には、当社グループの財政状態及び
経営成績に重大な影響が及ぶ可能性があります。

④ たな卸資産評価に関するリスク
当社グループは、原油、石油製品等たな卸資産の評価を総平均
法で行っており、原油価格上昇局面では、期初の相対的に安価
なたな卸資産の影響により売上原価が押し下げられて増益要
因となりますが、原油価格下落局面では、期初の相対的に高価
なたな卸資産の影響により売上原価が押し上げられて減益要
因となるため、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な
影響を及ぼす可能性があります。

セグメント別のリスク
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石油開発 
①  石油開発事業における原油価格及び外国為替相場変動 
リスク

石油開発事業においては、原油価格の変動及び外国為替相場
の変動によって売上高が増減します。原油価格の上昇時及び円
安時には、円ベースの売上高が増加し、原油価格下落時及び円
高時には、円ベースの売上高が減少します。従って、原油価格
下落局面及び円高局面においては、売上高の減少により、当社
グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

② 人材確保に関するリスク
当社グループが、石油の探鉱・開発事業において持続的な成長
を遂げるためには、高度な専門技術と幅広い経験を有する人材
を確保する必要があります。一方、業界においては、優秀な人材
を獲得するための競争は非常に厳しくなっており、当社グルー
プがこのような人材を確保することは、保証されているものでは
ありません。優秀な人材を十分確保できない場合は、収益機会
の逸失及び競争力の低下につながり、当社グループの財政状態
及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

③ 埋蔵量確保に関するリスク
国際的な資源獲得競争により、当社グループが埋蔵量を確保す
るための競争条件は一段と厳しくなっています。当社グループの
将来における石油・天然ガスの生産量は、探鉱、開発、権益取
得等により、商業ベースの生産が可能な埋蔵量をどの程度確
保できるかにより左右されます。当社グループが石油・天然ガ
ス埋蔵量を補填できない場合には、将来的に生産量が低下し、
当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能
性があります。

④ 石油開発機材に関するリスク
石油及び天然ガスの探鉱及び生産をするため、当社グループは
第三者から、掘削機等の機材及びサービスの提供を受けていま
す。原油価格が高騰している時期などは、これらの機材及び
サービスが不足することになります。当社グループが、適切なタ
イミングかつ経済的に妥当な条件で、必要な機材やサービスの
提供を受けることができない場合、当社グループの財政状態及
び経営成績に悪影響を与える可能性があります。

金属 
① 銅事業における市況変動等に関するリスク
当社グループの銅事業は、主として銅製錬事業と海外銅鉱山へ
の投資により利益を得ていますが、それぞれ次のとおり、市況
変動等の影響を受け、当社グループの財政状態及び経営成績
に重大な影響を及ぼす可能性があります。
　銅製錬事業は、海外鉱山から銅精鉱を購入し、電気銅を生
産販売する買鉱製錬業（カスタムスメルター）であり、そのマー
ジンは主に、製錬マージンと販売プレミアムからなります。
　製錬マージンは銅鉱山との交渉により決定されますが、近年、
銅鉱石品位の低下傾向、資源メジャーによる寡占化の動き等か
ら銅精鉱の供給は不足傾向にあり、中国、インド等における需
要増も加わって、銅精鉱の需給が逼迫し、製錬マージンの低下
圧力となっています。また、当社グループの締結している買鉱契
約は米ドル建てであり、一部契約には電気銅の国際価格の変動
の一部を製錬マージンに反映する規定があるため、円高となっ
た場合又は国際価格が下落した場合には、製錬マージンは減少
することになります。
　販売プレミアムは電気銅の国際価格に付加されるものであり、
輸入経費、製品品質等の様々な要因を考慮して顧客との交渉
により決定されるため、減少する可能性があります。
　また、海外銅鉱山への投資事業については、投資先鉱山が
販売する銅精鉱等の価格が電気銅の国際価格に基づき決定さ
れるため、国際価格が下落した場合には、当社グループの持分
法による投資利益が減少することになります。

② 銅精鉱の安定調達に関するリスク
銅精鉱需給の逼迫に備え、当社グループは銅精鉱の安定調達
を図るため海外の銅鉱山に投融資を実施していますが、これら
を含む当社グループの銅精鉱調達先である海外銅鉱山の操業
に支障が生じ、当社グループが製錬事業に必要とする銅精鉱を
適時に調達できない場合には、当社グループの財政状態及び経
営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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③ 電材加工事業の需要動向、技術革新等に関するリスク
電材加工事業の顧客の多くはIT産業及び家電製品業界に属し
ます。従ってこれら産業における需給の状況及び価格の変動等
は、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性がありま
す。また、急激な技術革新及び顧客ニーズの変化に当社グループ
が適切に対応することができない場合には、当社グループの財
政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

④ 電材加工事業の競合に関するリスク
電材加工事業は、激しい競争の中にあり、競合企業の中には当
社グループに比してより強靭な企業体質を有するものがありま
す。このような競争の動向次第では、当社グループの業績は重
大な影響を受ける可能性があります。

⑤ 電材加工事業の原材料の調達価格の変動に関するリスク
電材加工事業の原材料は、金属市況等の変動により調達価格
が変動します。これら原材料の調達価格が上昇し、製品価格に
転嫁できない場合や、市況が期首たな卸資産の帳簿価額を大
きく下回る場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼ
す可能性があります。

⑥  グールド・エレクトロニクス社（米国法人）の環境問題に 
関するリスク

子会社であるグールド・エレクトロニクス社（米国法人）は、過去
の事業に係る環境問題に関連して、米国スーパーファンド法等
の環境法令に基づき特定の米国内指定地域について潜在的責
任当事者とされています。同社の最終的な負担額は、地域指定
の原因となった物質の量及び有毒性、他の潜在的責任当事者
の総数及びその財政状態、改善方法及び技術など多くの要因
に左右される可能性があります。
　グールド・エレクトロニクス社は、上記に関して適切と判断し
た引当計上を行っていますが、上記要因により実際の負担額が
引当額を上回る可能性があり、この場合、当社グループの業績
に影響を与える可能性があります。

その他 
① 建設事業における需要変動に関するリスク
建設事業は、舗装、土木、建築の請負工事の需要に大きく影響
されます。従って、公共事業又は民間設備投資（居住用不動産
の建設を含む）の減少は、当社グループの建設事業及びその業
績に悪影響を及ぼす可能性があります。

② チタン事業における需要変動等に関するリスク
主力製品である金属チタン（スポンジチタン、チタンインゴット）
は、航空機、電力プラント、化学プラント、海水淡水化プラント
等の特定用途が需要の中心となっており、また、触媒の用途に
ついても、プロピレン重合用にほぼ特化しています。
　これらの特定用途向け需要が、国内外の政治・経済情勢の
変動や用途先業界の状況変化に伴い大きく変動する場合、製
品販売量及び製品価格も大きく変動する傾向があるため、当
社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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連結貸借対照表
JXホールディングス株式会社及び連結子会社
2011年3月31日現在

2011

資産の部 百万円 千米ドル(注記2)

流動資産：
　現金及び現金同等物 ¥  232,438 $ 2,795,406
　定期預金 1,033 12,423
　営業債権(注記13)：
　　受取手形及び売掛金 1,065,973 12,819,880
　　その他債権 92,559 1,113,157
　貸倒引当金 (2,997) (36,043)
　たな卸資産(注記7） 1,484,879 17,857,835
　繰延税金資産(注記21) 91,492 1,100,325
　その他流動資産 102,354 1,230,956

　　　流動資産合計 3,067,731 36,893,939

投資及び長期貸付金：
　非連結子会社及び関係会社への投資 363,669 4,373,650
　投資有価証券(注記8、12、13） 281,200 3,381,840
　長期貸付金 23,136 278,244

　　　投資及び長期貸付金合計 668,005 8,033,734

有形固定資産(注記9、10、12、16）：
　土地 961,205 11,559,892
　建物、構築物及び油槽 1,522,578 18,311,221
　機械装置及び運搬具ほか 2,753,727 33,117,583
　建設仮勘定 55,430 666,626

5,292,940 63,655,322
　減価償却累計額 (3,352,649) (40,320,493)

　　　有形固定資産合計 1,940,291 23,334,829

のれん及びその他の無形固定資産：
　のれん(注記6) 50,966 612,941
　その他 115,181 1,385,219

　　　無形固定資産合計 166,147 1,998,160

繰延税金資産(注記21） 120,716 1,451,786
探鉱開発投資勘定 205,294 2,468,959
その他資産 91,774 1,103,716

資産合計(注記25) ¥6,259,958 $75,285,123

連結財務諸表の注記をご参照ください。
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2011

負債及び純資産の部 百万円 千米ドル(注記2)

流動負債：
　営業債務（注記13）：
　　支払手形及び買掛金 ¥  739,855 $ 8,897,835
　　その他債務 316,807 3,810,066
　短期借入金（注記11、12、13） 589,001 7,083,596
　1年内償還予定の社債 60 722
　1年内返済予定の長期借入金（注記11、12、13） 127,560 1,534,095
　コマーシャル・ペーパー(注記13) 388,000 4,666,266
　未払揮発油税及び軽油税（注記12、13） 268,591 3,230,198
　未払法人税等 33,548 403,464
　災害損失引当金(注記20) 109,106 1,312,159
　その他の引当金 46,465 558,809
　未払費用 42,126 506,626
　資産除去債務(注記16) 7,418 89,212
　繰延税金負債（注記21） 1,460 17,559
　その他流動負債 180,163 2,166,723

　　　流動負債合計 2,850,160 34,277,330

固定負債：
　社債 251,131 3,020,217
　長期借入金（注記11、12、13） 908,832 10,930,030
　退職給付引当金（注記15） 88,920 1,069,393
　修繕引当金 51,856 623,644
　繰延税金負債（注記21） 106,291 1,278,304
　その他の引当金 7,608 91,497
　資産除去債務(注記16) 47,140 566,927
　その他固定負債(注記12) 61,779 742,983

　　　固定負債合計 1,523,557 18,322,995

契約債務及び偶発債務（注記17）

純資産の部：
　資本金：
　　授権株式数－8,000,000千株
　　発行済株式数－2,495,486千株 100,000 1,202,646
　資本剰余金 746,693 8,980,072
　利益剰余金 801,567 9,640,012
　自己株式数－8,643千株 (3,802) (45,725)

　　　株主資本合計 1,644,458 19,777,005

　その他の包括利益累計額：
　　その他有価証券評価差額金 35,524 427,228
　　繰延ヘッジ損益 6,666 80,168
　　為替換算調整勘定 (58,327) (701,467)

　　　その他の包括利益累計額合計 (16,137) (194,071)

　少数株主持分（注記22） 257,920 3,101,864

　　　純資産合計（注記22） 1,886,241 22,684,798

負債及び純資産合計 ¥6,259,958 $75,285,123
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連結損益計算書
JXホールディングス株式会社及び連結子会社
2011年3月期

2011

百万円 千米ドル(注記2)

売上高(注記25) ¥9,634,396 $115,867,661
売上原価（注記18) 8,805,610 105,900,301

売上総利益 828,786 9,967,360

販売費及び一般管理費（注記18、19) 494,384 5,945,688

営業利益 334,402 4,021,672

営業外収益（又は費用）：
　受取利息及び受取配当金 23,836 286,663
　支払利息 (27,302) (328,347)
　為替差損(純額) (766) (9,212)
　持分法による投資利益 75,974 913,698
　その他（純額） 7,523 90,475

79,265 953,277

経常利益(注記25) 413,667 4,974,949

特別利益（又は損失）：
　固定資産除売却損（純額） (4,151) (49,922)
　減損損失(注記9、25) (41,652) (500,926)
　負ののれん発生益(注記6) 226,537 2,724,438
　投資有価証券評価損(注記8) (7,380) (88,755)
　持分変動利益 11,529 138,653
　資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額（注記16） (4,468) (53,734)
　退職特別加算金 (30,539) (367,276)
　災害による損失(注記20) (126,022) (1,515,599)
　その他（純額） (30,298) (364,378)

(6,444) (77,499)

税金等調整前当期純利益 407,223 4,897,450

法人税等(注記21)：
　法人税、住民税及び事業税 54,574 656,332
　法人税等調整額 14,926 179,507

少数株主利益調整前当期純利益 337,723 4,061,611

少数株主利益 (25,987) (312,531)

当期純利益 ¥  311,736 $  3,749,080

円 米ドル(注記2)

1株当たり当期純利益(注記22) ¥125.35 $1.51
1株当たり配当額(注記22) 15.50 0.19

連結財務諸表の注記をご参照ください。
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連結包括利益計算書
JXホールディングス株式会社及び連結子会社
2011年3月期

2011

百万円 千米ドル(注記2)

少数株主損益調整前当期純利益 ¥337,723 $4,061,611

その他の包括利益：
　その他有価証券評価差額金 (3,779) (45,448)
　繰延ヘッジ損益 (5,880) (70,715)
　為替換算調整勘定 (18,139) (218,148)
　持分法適用会社に対する持分相当額 (24,258) (291,738)

その他の包括利益合計 ¥ (52,056) $ (626,049)

包括利益： ¥285,667 $3,435,562

　親会社株主に係る包括利益 265,892 3,197,739
　少数株主に係る包括利益 19,775 237,823

連結財務諸表の注記をご参照ください。
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連結株主資本等変動計算書
JXホールディングス株式会社及び連結子会社
2011年3月期

百万円

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分

純資産
合計

2010年3月31日残高 ¥139,437 ¥275,697 ¥519,572 ¥(4,507) ¥  930,199 ¥38,774 ¥13,322 ¥(22,389) ¥ 29,707 ¥ 99,183 ¥1,059,089

　剰余金の配当 — — (30,352) — (30,352) — — — — — (30,352)
　当期純利益 — — 311,736 — 311,736 — — — — — 311,736
　株式移転による増加 (39,437) 470,996 — 780 432,339 — — — — — 432,339
　連結範囲の変動 — — 528 — 528 — — — — — 528
　持分法の適用範囲の変動 — — 83 — 83 — — — — — 83
　 持分法適用会社に対する
   持分変動に伴う自己
株式の増減 — — — (11) (11) — — — — — (11)

　自己株式の取得 — — — (68) (68) — — — — — (68)
　自己株式の処分 — — — 4 4 — — — — — 4
　 株主資本以外の項目の
  当期変動額 — — — — — (3,250) (6,656) (35,938) (45,844) 158,737 112,893

2011年3月31日残高 ¥100,000 ¥746,693 ¥801,567 ¥(3,802) ¥1,644,458 ¥35,524 ¥ 6,666 ¥(58,327) ¥(16,137) ¥257,920 ¥1,886,241

千米ドル

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分

純資産
合計

2010年3月31日残高 $1,676,933 $3,315,658 $6,248,611 $(54,203) $11,186,999 $466,314 $160,216 $(269,260) $ 357,270 $1,192,820 $12,737,089 

　剰余金の配当 — — (365,027) — (365,027) — — — — — (365,027)
　当期純利益 — — 3,749,080 — 3,749,080 — — — — — 3,749,080
　株式移転による増加 (474,287) 5,664,414 — 9,381 5,199,508 — — — — — 5,199,508
　連結範囲の変動 — — 6,350 — 6,350 — — — — — 6,350
　持分法の適用範囲の変動 — — 998 — 998 — — — — — 998
　 持分法適用会社に対する
   持分変動に伴う自己
株式の増減 — — — (133) (133) — — — — — (133)

　自己株式の取得 — — — (818) (818) — — — — — (818)
　自己株式の処分 — — — 48 48 — — — — — 48
　 株主資本以外の項目の
  当期変動額 — — — — — (39,086) (80,048) (432,207) (551,341) 1,909,044 1,357,703

2011年3月31日残高 $1,202,646 $8,980,072 $9,640,012 $(45,725) $19,777,005 $427,228 $80,168 $(701,467) $(194,071) $3,101,864 $22,684,798

連結財務諸表の注記をご参照ください。
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連結キャッシュ・フロー計算書
JXホールディングス株式会社及び連結子会社
2011年3月期

2011

百万円 千米ドル(注記2)

営業活動によるキャッシュ・フロー：
　税金等調整前当期純利益 ¥407,223 $4,897,450
　減価償却費 206,553 2,484,101
　のれん償却額 4,560 54,841
　負ののれん発生益 (226,537) (2,724,438)
　災害損失引当金の増加額 109,106 1,312,159
　修繕引当金の減少額 (3,452) (41,515)
　受取利息及び受取配当金 (23,836) (286,663)
　支払利息 27,302 328,347
　持分法による投資利益 (75,974) (913,698)
　投資有価証券評価損 7,380 88,755
　固定資産除売却損（純額） 4,151 49,922
　持分変動損益 (11,529) (138,653)
　退職特別加算金 30,539 367,276
　減損損失 41,652 500,926
　売上債権の増加額 (979) (11,774)
　たな卸資産の増加額 (204,781) (2,462,790)
　仕入債務、未払揮発油税及び軽油税の減少額 (137,971) (1,659,303)
　その他（純額） 57,026 685,821
　　　小計 210,433 2,530,764
　利息及び配当金の受取額 72,071 866,759
　利息の支払額 (29,156) (350,643)
　法人税等の支払額 (41,940) (504,390)
　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 211,408 2,542,490

投資活動によるキャッシュ・フロー：
　投資有価証券の取得による支出 (20,455) (246,001)
　投資有価証券の売却による収入 6,878 82,718
　有形固定資産の取得による支出 (136,552) (1,642,237)
　有形固定資産の売却による収入 27,303 328,358
　無形固定資産の取得による支出 (16,979) (204,197)
　短期貸付金の純増額 (8,560) (102,947)
　長期貸付けによる支出 (5,366) (64,534)
　長期貸付金の回収による収入 7,658 92,099
　探鉱開発投資勘定の支出 (27,814) (334,504)
　その他（純額） 2,979 35,827
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー (170,908) (2,055,418)

財務活動によるキャッシュ・フロー：
　短期借入金の純減額 (126,230) (1,518,100)
　コマーシャル・ペーパーの純増額 36,000 432,953
　長期借入れによる収入 172,803 2,078,208
　長期借入金の返済による支出 (152,193) (1,830,343)
　社債の発行による収入 50,000 601,323
　社債の償還による支出 (20,060) (241,251)
　少数株主からの払込みによる収入 7,685 92,423
　配当金の支払額 (30,352) (365,027)
　少数株主への配当金の支払額 (19,129) (230,054)
　連結子会社の第三者割当増資による収入 16,232 195,213
　その他(純額) (5,984) (71,966)
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー (71,228) (856,621)
現金及び現金同等物に係る換算差額 (3,866) (46,494)
現金及び現金同等物の増減額 (34,594) (416,043)
現金及び現金同等物の期首残高 183,992 2,212,772
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 10 120
株式移転に伴う現金及び現金同等物の増加額 82,514 992,351
会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額 510 6,134
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 6 72
現金及び現金同等物の期末残高 ¥232,438 $2,795,406

連結財務諸表の注記をご参照ください。
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連結財務諸表注記
JXホールディングス株式会社及び連結子会社

（a） 連結財務諸表作成のための基本事項
　JXホールディングス株式会社（以下、「当社」という。）は新日
本石油株式会社（以下、「新日石」という。）及び新日鉱ホール
ディングス株式会社（以下、「新日鉱」という。）との間で行われ
た株式移転により2010年4月に設立されました。そのため、前
年度にかかる比較情報は開示していません。
　当社及びその連結子会社の当連結財務諸表は、日本で一般
的に受け入れられている会計原則に基づいて作成しています。
日本の会計処理基準は、適用及び開示の面において、部分的に
国際財務報告基準とは異なる点があります。
　また、当連結財務諸表は、日本国外の読者の便宜を考慮し、
日本の金融庁に提出した有価証券報告書の表示を組み替えて
います。 

（b）連結範囲及び連結会計原則
　当連結財務諸表は、当社と当社が支配力を持つ重要な子会
社（以下、当社グループという）の決算数値から作成しています。
2011年3月31日現在の連結子会社数は130社です。
　大阪国際石油精製株式会社ほか1社は新設のため、JX日鉱
日石リサーチ株式会社（（旧）株式会社新日石総研）は合併によ
り業容が拡大し重要性が増したため、ENEOSグローブ株式会
社は会社分割による子会社化のため、いずれも連結の範囲に加
えました。
　株式会社ジャパンエナジー及び新日本石油精製株式会社は新
日本石油株式会社と、ジャパンエナジー石油開発株式会社は新
日本石油開発株式会社と、日鉱金属株式会社は新日鉱ホール
ディングス株式会社と、新日鉱ビジネスサポート株式会社は新日
石ビジネスサービス株式会社と、Japan Energy (Singapore) 
Pte. Ltd.はNippon Oil (Asia) Pte. Ltd.と、株式会社JOMO
サポートシステムは新日石トレーディング株式会社と、新日鉱テク
ノリサーチ株式会社は株式会社新日石総研と、それぞれ合併の
ため、新日鉱IT株式会社ほか2社は清算のため、ペトロコークス
ジャパン株式会社は株式の売却により持分比率が低下したため、
いずれも連結の範囲から除外されました。
　これらの中には、志布志石油備蓄株式会社他、重要性が乏
しいと考えられる子会社（以下、非連結子会社という）は含まれ
ていません。非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の
総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしていません。

　特定の非連結子会社及び当社グループが重要な影響力を持
つ関連会社については持分法を適用しています。当連結財務諸
表の連結ベースの利益には、持分法適用会社の未実現利益消
去後の当期純利益の持分相当額を含みます。2011年3月31
日現在の持分法を適用している非連結子会社は2社、関連会
社は32社です。
　株式会社ネクステージ（（旧）株式会社ネクステージ中国）は、
重要性が増したため持分法適用の関連会社となり、グローブエ
ナジー株式会社は、会社分割による子会社化のため持分法適
用の子会社となりました。株式会社ネクステージ中部、株式会
社ネクステージ関西及び株式会社ネクステージ九州は、株式会
社ネクステージとの合併のため、持分法適用の関連会社から除
外されました。
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（西部
日曹株式会社等）は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性があり
ません。持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
への投資は取得原価（投資価額の永続的な低下がある場合は
減損処理後）で表示しています。
　日本ベトナム石油株式会社、JX Nippon Exploration and 
Production (U.K.) Ltd. 及びその他の子会社44社の決算日
は12月31日ですが、各会計年度終了時点の財務諸表を使用す
ることによって連結処理を行い、1月1日から連結決算日の3月
31日までの重要な取引を反映させるために必要な調整を行っ
ています。
　主要な連結子会社の買収日におけるのれんについては、償却
期間の合理的な見積りが可能な場合には見積り年数で、その
他の場合は5年間で均等償却しています。

（c）外貨建資産・負債の換算
　流動及び非流動外貨勘定に含まれる外貨建金融資産及び負
債は、連結決算日の直物為替相場で円換算しています。換算差
額は為替差損益として処理しています。
　在外連結子会社の収益・費用は期中平均相場で、資産・負債
は連結決算日の直物為替相場で、資本勘定は取得時の為替相
場で換算しています。この換算による差額は、純資産の部にお
ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上してい
ます。

1. 重要な会計方針
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（追加情報）
　従来、新日石では、在外連結子会社等の収益及び費用は、連
結決算日の直物為替相場により換算していましたが、当社にお
いては、当連結会計年度より、期中平均為替相場により換算す
る方法に変更しました。これについての詳細は、注記 3（e）を
ご参照ください。

（d）現金及び現金同等物
　現金及び現金同等物は手許現金、要求払預金及び流動性が
高く、かつ、リスクの僅少な3ヶ月以内に満期の到来する短期
投資からなります。

（e）投資有価証券
　すべての投資有価証券は売買目的有価証券、満期保有目的
債券及びその他有価証券の3区分に分類することとなってい
ます。
● 売買目的有価証券は保有していません。
●  満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用
しています。
　時価のあるその他有価証券については、期末日の市場価格
等に基づく時価法を採用し、税効果適用後の評価差額は純資
産の部に直接含めています。売却原価は主として移動平均法に
より算定しています。
　時価のないその他有価証券については、主として移動平均法
による原価法を採用しています。
●  その他有価証券のうち、時価又は実質価額が著しく下落し、
回復する見込みがないと考えられるものについては、当期の
損失として認識しています。

（f）たな卸資産
　たな卸資産については原則として総平均法によって算出され
た原価で表示しています。（連結貸借対照表の価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げにより算定しています。）

（g）有形固定資産及び減価償却
　有形固定資産については取得原価で表示しています。
　重要かつ大規模な更新及び改修は原価で資本計上し、保守
及び修繕は発生時に費用計上しています。
　有形固定資産の減価償却方法は、主として定額法によってい
ます。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
● 建物、構築物及び油槽 2－50年
● 機械装置及び運搬具  2－20年
　

（追加情報）
　従来、新日石では、石油精製販売セグメントの建物を除く、
油槽、機械装置等の有形固定資産の減価償却方法は、主とし
て定率法を採用していましたが、当社においては、当連結会計
年度より定額法に変更しました。これについての詳細は、注記3
（d）をご参照ください。
　
（h）無形固定資産
　無形固定資産（社内利用のソフトウェアを含む）の減価償却方
法は、主として利用可能期間に基づく定額法によっています。な
お、鉱業権については主として生産高比例法で償却しています。

（i）リース取引
　リース資産の減価償却方法は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しています。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が2008年3月31日以前のリース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（j）探鉱開発投資勘定
　探鉱開発事業において、各契約に基づき投下した事業費等を
資産計上し、生産開始後、投下した事業費等を回収しています。
　
（k）貸倒引当金
　貸倒引当金は、貸倒懸念債権等の債権については、回収不
能見込額により、一般債権については過去の一定の期間におけ
る貸倒実績率により計上しています。
　
（l）災害損失引当金
　東日本大震災に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その
見積り額を計上しています。

（m）退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しています。
　過去勤務債務は定額法により原則として5年間で費用処理
しています。数理計算上の差異は定額法により原則として翌連
結会計年度から5年間で償却しています。
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（n）修繕引当金
　当社グループは油槽、製油所の機械装置及び船舶等の定期
点検を義務付けられていることから、その点検修理費用の将来
の支出に備えるため、当該見積り総額を期間配分して各会計年
度に対応する額を計上しています。

（o）法人税等
　法人税等の計算は、法人税等及び少数株主損益控除前の利
益に基づいています。資産・負債に係る会計上と税務上の帳簿
価額の一時差異については、資産負債法により、将来の税金負
担額を減額又は増額させる効果に対して、繰延税金資産又は
繰延税金負債を計上しています。
　なお、繰延税金資産が予測可能な将来の期間内に回収不能
であると考えられる場合には、評価性引当額を計上しています。
　当社及び一部の国内子会社は、当連結会計年度より連結納
税制度を適用しています。

（p）研究開発費
　研究開発費は発生時に費用計上しています。

（q）デリバティブ取引
　当社グループは、商品価格、為替、金利等の変動による損失
を回避するためにデリバティブを利用しており、投機的な取引
は行わない方針です。デリバティブ取引及びヘッジ手段としての
外貨建借入は、原則としてヘッジ会計を適用しています。なお、
為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満た
している場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処
理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。

　ヘッジ会計に関するヘッジ手段は、デリバティブ取引（為替予
約取引、金利スワップ取引、商品先渡取引、商品スワップ取引
等）及び外貨建借入（連結会社間借入を含む。）です。ヘッジ対
象は、相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評
価に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定され、
その変動が回避されるものです。
　ヘッジ方針は、市場リスクを受ける資産及び負債の範囲内で
取引を行っており、資産及び負債が負う為替・金利・商品価格
の変動リスクを管理することを目的としています。
　為替予約取引、商品先渡取引、商品スワップ取引及びヘッジ
手段としての外貨建借入等については、当該取引とヘッジ対象
である資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であ
り、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を相殺するこ
とを確認することにより、有効性の判定を行っています。なお、
金利スワップ取引等については、ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ローの変動の累計額とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動
の累計額とを比較することにより、ヘッジの有効性の評価を
行っています。ただし、特例処理の要件を満たしていることを事
前に確認している金利スワップ取引については、有効性の判定
を省略しています。
　ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引は、時価評価
をし、時価の変動額はその期の損益として認識しています。

（r）1株当たり当期純利益
　1株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算定してい
ます。

2. 米ドル換算額

　当連結財務諸表中の米ドルの金額は、日本円を1ドル83.15円（2011年3月末のレート）で換算しています。この換算は、日本国
外の読者の便宜のためにのみなされたものであり、日本円が実際にこのレートで換算され、また、され得ることを示すものではありま
せん。
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　当連結会計年度は当社の第1期となりますが、以下の項目は、
「企業結合に関する会計基準」において取得企業と判定される
新日石で採用していた会計処理方法から変更しています。
　
（a）資産除去債務に関する会計基準の適用
　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18号 2008年3月31日）及び「資産除去債
務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
21号 2008年3月31日）を適用しています。
　これにより、営業利益及び経常利益は1,567百万円
（18,845千米ドル）、税金等調整前当期純利益は6,035百万
円（72,580千米ドル）、それぞれ減少しています。なお、従前よ
り計上していた廃鉱費用引当金は、資産除去債務に振り替えて
います。

（b） 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社
の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会
計基準第16号 2008年3月10日公表分）及び「持分法適用
関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第
24号 2008年3月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を
行っています。
　これによる当連結会計年度の損益への影響は軽微です。

（c）企業結合に関する会計基準等の適用
　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業
会計基準第21号 2008年12月26日）、「連結財務諸表に関
する会計基準」（企業会計基準第22号 2008年12月26日）、
「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基
準第23号 2008年12月26日）、「事業分離等に関する会計
基準」（企業会計基準第7号 2008年12月26日）、「持分法に
関する会計基準」（企業会計基準第16号 2008年12月26日
公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2008年
12月26日）を適用しています。

（d）減価償却方法の変更
　新日石では、石油精製販売セグメントの建物を除く油槽、機
械装置等の有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法
を採用していましたが、当社においては、当連結会計年度より
定額法に変更しました。この変更は、新日鉱との経営統合を契
機に減価償却方法をあらためて検討した結果、定率法から定額
法に変更することが合理的であると判断したものです。
　これは、石油精製販売セグメントにおける製油所等の高度化
投資が一巡したことにより、今後は定常的な維持・更新を目的
とした投資が中心になるためです。また、これら製油所の高度
化投資については、性能の陳腐化も限定的であり、投資の効果
や収益貢献も長期的かつ安定的に発現することが見込まれる
ため、使用可能期間にわたり取得原価を均等に期間配分するこ
とで、より適正な費用と収益の対応を図り、経営実態を的確に
反映させるものです。
　この変更により、営業利益は25,464百万円（306,242千
米ドル）、経常利益及び税金等調整前当期純利益は25,488
百万円（306,530千米ドル）、それぞれ増加しています。

（e）在外連結子会社等の収益及び費用の換算方法の変更
　新日石では、在外連結子会社等の収益及び費用は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算していましたが、当社に
おいては、当連結会計年度より、期中平均為替相場により換算
する方法に変更しました。
　この変更は、新日鉱との経営統合を契機に、あらためて在外
連結子会社等の収益及び費用の換算方法について検討した結
果、連結財務諸表に占める在外連結子会社等の損益の重要性
が継続して高い水準を維持していることが把握されたため、従
来の方法に比べて短期的な為替相場の変動の影響を極力少な
くし、損益状況をより的確に連結財務諸表に反映させることに
したものです。
　この変更による損益への影響は軽微です。

3. 会計方針の変更
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（パーチェス法適用　その1）
a）企業結合の概要
1. 被取得企業の名称及びその事業の内容
 被取得企業の名称：新日鉱ホールディングス株式会社
 事業の内容：  石油製品の製造・販売、非鉄金属製

品・電材加工製品の製造・販売事業等
2. 企業結合を行った主な理由
  　新日石及び新日鉱の両社グループは、エネルギー・資源・
素材の各分野において、事業環境の構造的変化に先手を打
ち、激化する競争に勝ち抜くために、両社グループの経営基
盤を一層強固なものとするとともに、新たな経営理念の下で
飛躍することを目的として、両社グループの全面的な経営統
合を行うこととし、もって、国内外におけるエネルギー・資源・
素材の安定的かつ効率的な供給の使命を果たします。

3. 企業結合日
 2010年4月1日

4. 企業結合の法的形式
 株式移転
5. 結合後企業の名称
 JXホールディングス株式会社
6. 取得した議決権比率
 100％
7. 取得企業を決定するに至った主な根拠
  　新日石の株主が、本株式移転により設立される当社の議
決権の過半数を保有することになるため、企業結合会計上
は新日石が取得企業に該当し、新日鉱が被取得企業となり
ます。

b）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
　2010年4月1日から2011年3月31日まで
　

6. 企業結合

c）被取得企業の取得原価及びその内訳
2011年3月期 百万円 千米ドル

取得の対価 企業結合日に交付したJXホールディングス株式会社の
  普通株式の時価 ¥431,735 $5,192,243

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 1,646 19,796

取得原価 ¥433,381 $5,212,039

d） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付し
た株式数

1. 株式の種類別の交換比率
  　新日石の普通株式1株に対して統合持株会社の普通株式
1.07株を、新日鉱の普通株式1株に対して統合持株会社の
普通株式1.00株をそれぞれ割当て交付しました。

2. 株式交換比率の算定方法
 ①算定の基礎
  　新日石は、株式移転に用いられる株式移転比率の算定に
あたって公正性を期すため、みずほ証券株式会社（以下
「みずほ証券」という。）、JPモルガン証券株式会社（以下
「J.P.モルガン」という。）及び野村證券株式会社（以下「野村
證券」という。）に対し、株式移転比率の算定を依頼しました。

4. 表示方法の変更

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 2008年12月26日）に基づき、「財務諸表等
の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（2009年3月24日　内閣府令第5号）を適用し、「少数
株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しています。

5. 追加情報

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2010年6月30日）を適用しています。
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  　新日鉱は、株式移転に用いられる株式移転比率の算定に
あたって公正性を期すため、UBS証券会社（以下「UBS」と
いう。）を主に、メリルリンチ日本証券株式会社（以下「メリ
ルリンチ」という。）及び大和証券キャピタル・マーケッツ株
式会社（以下「大和証券CM」という。）に対し、株式移転比
率の算定を依頼しました。

 ②算定の経緯
  　新日石は、みずほ証券、J.P.モルガン及び野村證券の算定
結果を参考に、新日鉱は、UBS、メリルリンチ及び大和証券
CMの算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資
産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社
で株式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、
2009年10月30日、最終的に上記株式移転比率が妥当であ
るとの判断に至り、上記株式移転比率を合意・決定しました。

  　なお、新日石は、同年10月29日付にてJ.P.モルガン及び
野村證券から、また、10月30日付にてみずほ証券から、一
定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が新日石
の株主にとって財務的見地から妥当である旨の意見書を取
得しました。また、新日鉱は、UBS、メリルリンチ及び大和
証券CMから、同年10月30日付にて、一定の前提条件の
もとに、合意された株式移転比率が新日鉱の株主にとって
財務的見地から妥当である旨の意見書を取得しました。

3. 交付した株式数
 928,462,002株

e）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
1.  金額
42,312百万円（508,863千米ドル）

2.  発生原因
  企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため

3.  償却方法及び償却期間
20年間にわたる均等償却

　
f）負ののれん発生益の金額及び発生原因
1.  金額
226,537百万円（2,724,438千米ドル）

2.  発生原因
 企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため

g） 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定し
た場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響
の概算額

  　企業結合日が当連結会計年度の開始の日であるため、該
当ありません。

（パーチェス法適用　その2）
a） 企業結合の概要
1. 被取得企業の名称及びその事業の内容
 被取得企業の名称
 三井丸紅液化ガス株式会社
 事業の内容
 LPガスの仕入・販売
2. 企業結合を行った主な理由
  　事業統合によりLPガス事業のサプライチェーン全般にわ
たる合理化を行うことで、LPガス元売業者としての経営基
盤の強化を図ることを目的としています。

3. 企業結合日
 2011年3月1日
4. 企業結合の法的形式
  　当社の連結子会社であるJX日鉱日石エネルギー株式会社
（以下「JXエネルギー」という。）を分割会社とし、三井丸紅
液化ガス株式会社（以下MLGという。）を承継会社とする吸
収分割

5. 結合後企業の名称
 ENEOSグローブ株式会社
6. 取得した議決権比率
 50.0004％
7. 取得企業を決定するに至った主な根拠
  　本吸収分割は、JXエネルギーを分割会社とし、MLGを
承継会社とする吸収分割ですが、JXエネルギーが統合後企
業の過半数の株式を取得することから、「企業結合に関す
る会計基準」（企業会計基準第21号 2008年12月26日）
及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する
適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2008年12月
26日）に基づき、JXエネルギーを取得企業とし、MLGを被
取得企業とする逆取得となります。

b）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
 2011年3月1日から2011年3月31日まで

c）被取得企業の取得原価及びその内訳
 取得の対価：32,372百万円（389,321千米ドル）
 取得原価：　32,372百万円（389,321千米ドル）

d）株式の種類、割当株式数及びその算定方法
1. 株式の種類及び割当株式数：普通株式66,668株
2. 算定方法
  　両社の財務の状況及び事業計画等に基づき、財務アドバ
イザーである日興コーディアル証券株式会社（現SMBC日興
証券株式会社）及び大和証券キャピタル・マーケッツ株式会
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社による算定結果を参考に、全当事者の合意に基づき決定
しました。

e）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
1. 金額
 6,645百万円（79,916千米ドル）
2. 発生原因
  企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため
3. 償却方法及び償却期間
 20年間にわたる均等償却

f） 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並び
にその主な内訳

百万円 千米ドル

流動資産 ¥43,875 $527,661 

固定資産 18,853 226,735

　資産合計 ¥62,728 $754,396

流動負債 ¥34,544 $415,442

固定負債 14,078 169,308

　負債合計 ¥48,622 $584,750 

g） 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定し
た場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響
の概算額

百万円 千米ドル

売上高 ¥154,419 $1,857,114 

営業利益 5,032 60,517

経常利益 4,831 58,100

  　本企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し
て算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損益計算
書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額
としています。なお、当該概算額は監査証明を受けていま
せん。

7. たな卸資産

　2011年3月31日現在のたな卸資産の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

商品及び製品 ¥  565,219 $ 6,797,583

仕掛品 140,792 1,693,229

原材料及び貯蔵品 778,868 9,367,023

　合計 ¥1,484,879 $17,857,835

8. 投資有価証券

a）2011年3月31日現在の「満期保有目的債券」は以下のとおりです。
百万円

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの
　国債・地方債等 ¥64 ¥65 ¥1

　　合計 ¥64 ¥65 ¥1

千米ドル

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの
　国債・地方債等 $770 $782 $12 

　　合計 $770 $782 $12 
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b）2011年3月31日現在の「その他有価証券」は以下のとおりです。
百万円

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　株式 ¥204,042 ¥132,707 ¥71,335

　債券
　　国債・地方債等 81 80 1

　　　小計 204,123 132,787 71,337 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　株式 35,085 42,750 (7,665)

　債券
　　社債 5,708 5,708 —

　その他 480 500 (20)

　　　小計 41,273 48,957 (7,685)

　　　　合計 ¥245,396 ¥181,744 ¥63,652

千米ドル

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
　株式 $2,453,903 $1,595,995 $857,907 

　債券
　　国債・地方債等 974 962 12 

　　　小計 2,454,877 1,596,957 857,931 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
　株式 421,948 514,131 (92,183)

　債券
　　社債 68,647 68,647 —

　その他 5,773 6,013 (241)

　　　小計 496,368 588,779 (92,423)

　　　　合計 $2,951,245 $2,185,736 $765,508 

注：非上場株式（連結貸借対照表計上額：35,777百万円、430,271千米ドル)については除いています。

c）2011年3月期に売却した「その他有価証券」は以下のとおりです。 
百万円

売却額 売却益 売却損

種類
　株式 ¥6,260 ¥1,047 ¥202

　　合計 ¥6,260 ¥1,047 ¥202

千米ドル

売却額 売却益 売却損

種類
　株式 $75,286 $12,592 $2,429 

　　合計 $75,286 $12,592 $2,429 
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d）減損処理を行った有価証券
　2011年3月期において、投資有価証券について7,380百万円（88,755千米ドル）の減損処理を行っています。

9. 減損損失

　2011年3月期においては、事業環境の悪化等により、固定資産の減損損失を計上しています。
　当連結会計年度における内訳は以下のとおりです。

百万円 千米ドル

サービス 土地 ¥   630 $  7,577 

ステーション 建物構築物 1 12

その他 30 361

661 7,950

油槽所 土地 2,941 35,370

建物構築物 1,527 18,364

機械装置 971 11,678

その他 48 577

5,487 65,989

工場 建物構築物 5,428 65,280

機械装置 20,717 249,152

その他 1,312 15,779

27,457 330,211

石油・天然ガス生産資産 探鉱開発投資勘定 5,036 60,565

その他の事業 土地 224 2,694

建物構築物 15 180

239 2,874

遊休資産ほか 土地 2,225 26,759

建物構築物 430 5,171

機械装置 83 998

その他 34 409

2,772 33,337

　合計 ¥41,652 $500,926 

　2011年3月期における「サービスステーション」、「工場」及び「その他の事業」の回収可能価額については、主に使用価値により
測定し、将来キャッシュ・フローを4.5%で割り引いて算出しています。
　2011年3月期における「石油・天然ガス生産資産」の回収可能価額については、確認埋蔵量が生み出す将来キャッシュ・フローを
10.0%で割り引いて算出しています。
　2011年3月期における「油槽所」及び「遊休資産ほか」の回収可能価額については、主に正味売却価額により測定しています。な
お、土地の正味売却価額は主に公示価格に基づく評価額によっています。
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10. リース取引

借主側
（a）ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用）
　リース取引開始日が2008年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1） 2011年3月31日現在のリース物件の取得価額相当額（支払利息相当額を含む）、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
は以下のとおりです。

百万円

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末残高
相当額

建物、構築物及び油槽 ¥18,057 ¥13,756 ¥4,301

機械装置及び運搬具 9,103 5,187 3,916

その他 2,736 2,208 528

　合計 ¥29,896 ¥21,151 ¥8,745

千米ドル

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

期末残高
相当額

建物、構築物及び油槽 $217,162 $165,436 $ 51,726 

機械装置及び運搬具 109,477 62,381 47,095

その他 32,904 26,555 6,350

　合計 $359,543 $254,372 $105,171 

（2）2011年3月31日現在の未経過リース料期末残高相当額（支払利息相当額を含む）は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥ 2,934 $ 35,286 

2013年3月期以降 7,691 92,495

　合計 ¥10,625 $127,781 

（3）2011年3月期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

支払リース料 ¥3,098 $37,258 

リース資産減損勘定の取崩額 5 60

減価償却費相当額 2,880 34,636

支払利息相当額 161 1,936

（4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しています。

（5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によっています。
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（b）オペレーティング・リース取引
　2011年3月31日現在の未経過リース料は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥ 4,128 $ 49,645 

2013年3月期以降 26,557 319,387

　合計 ¥30,685 $369,032 

貸主側
（a）ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用）
　リース取引開始日が2008年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）2011年3月31日現在のリース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は以下のとおりです。
百万円

取得価額
減価償却
累計額 期末残高

建物、構築物及び油槽 ¥1,242 ¥  711 ¥531

機械装置及び運搬具 184 144 40

その他 1,213 823 390

　合計 ¥2,639 ¥1,678 ¥961

千米ドル

取得価額
減価償却
累計額 期末残高

建物、構築物及び油槽 $14,937 $ 8,551 $ 6,386 

機械装置及び運搬具 2,213 1,732 481

その他 14,588 9,898 4,690

　合計 $31,738 $20,181 $11,557 

（2）2011年3月31日現在の未経過リース料期末残高相当額（受取利息相当額を含む）は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥1,054 $12,676 

2013年3月期以降 1,271 15,286

　合計 ¥2,325 $27,962 

　うち、転貸リース取引の未経過リース料期末残高相当額（受取利息相当額を含む）は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥  811 $ 9,753

2013年3月期以降 518 6,230

　合計 ¥1,329 $15,983

　上記転貸リース取引について、おおむね同一条件で転貸しているため、ほぼ同額が借主側の未経過リース料期末残高相当額に含
まれています。
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（3）2011年3月期の受取リース料、減価償却費及び受取利息は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

受取リース料 ¥325 $3,909 

減価償却費 301 3,620

受取利息 24 289

（b）オペレーティング・リース取引
　2011年3月31日現在の未経過リース料は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥  550 $ 6,614 

2013年3月期以降 7,440 89,477

　合計 ¥7,990 $96,091 

11. 借入金等

a）2011年3月31日現在の短期借入金の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

借入金他、加重平均利率：0.62% ¥589,001 $ 7,083,596 

コマーシャル・ペーパー 388,000 4,666,266

　合計 ¥977,001 $11,749,862 

b）2011年3月31日現在の長期借入金等の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

国内無担保社債
　償還期限：2020年、利率：0.73%～2.32% ¥  246,180 $ 2,960,673 

ユーロ建無担保社債
　償還期限：2013年、利率：1.16%～1.62% 5,011 60,265 

借入金
　返済期限：2025年、加重平均利率：1.35%
　有担保 34,820 418,761 

　無担保 1,001,572 12,045,364 

リース債務 20,725 249,248 

1,308,308 15,734,311 

うち、1年以内の償還・返済予定額 (132,336) (1,591,533)

¥1,175,972 $14,142,778 
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　2011年3月31日現在の長期借入金等の返済予定額は以下のとおりです。
各連結会計年度 百万円 千米ドル

2012年3月期 ¥  132,336 $ 1,591,533 

2013年3月期 222,539 2,676,356

2014年3月期 181,744 2,185,737

2015年3月期 185,925 2,236,019

2016年3月期 158,089 1,901,251

2017年3月期以降 427,675 5,143,415

　合計 ¥1,308,308 $15,734,311 

12. 担保資産及び担保付債務

　2011年3月31日現在の担保に供している資産は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

土地 ¥423,645 $5,094,949 

その他の有形固定資産（帳簿価額） 362,045 4,354,119

投資有価証券 5,044 60,662

その他 3,900 46,903

　合計 ¥794,634 $9,556,633 

　上記のほか、連結子会社株式を（2011年3月31日現在、消去前金額36,496百万円（438,918千米ドル））担保に供しています。

　2011年3月31日現在の担保付債務は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

短期借入金 ¥  2,829 $   34,023 

仕入債務（未払揮発油税及び軽油税） 153,511 1,846,194

長期借入金（1年内返済予定分を含む） 34,820 418,761

固定負債（その他） 2,400 28,863

　合計 ¥193,560 $2,327,841 

　なお、担保に供している資産に対応する債務は、上記の他、取引保証953百万円（11,461千米ドル）及び関係会社等の借入金
20,142百万円（242,237千米ドル）が含まれています。

（a）金融商品の状況
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に
銀行借入と社債発行）を調達しています。一時的な余資は安全
性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入、コマーシャル・ペーパーの発行により調達しています。デ
リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク
に晒されています。当該リスクに関しては、取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す
るとともに、財政状況の悪化による回収懸念の早期把握や軽
減を図っています。製品の輸出等に伴う外貨建ての営業債権
は、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨
建ての買掛金残高の範囲内にあります。

13. 金融商品関係
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　投資有価証券である株式は市場価格の変動リスクに晒され
ていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定
期的に時価や取引先企業の財務状態を把握し、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが1年以内
の支払期日です。また、原料等の輸入に伴う外貨建ての営業債
務は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として外貨
建ての営業債権をネットしたポジションについて先物為替予約
を利用してヘッジしています。
　短期借入金及びコマーシャル・ペーパーは、主に営業取引に
係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資や投融資に
必要な資金の調達を目的としています。変動金利の借入金は
金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの
一部については支払利息の固定化を図るために金利スワップ取
引をヘッジ手段として利用しています。
　デリバティブ取引には、前述の先物為替予約及び金利スワッ
プ取引に加えて、原油や銅鉱石等の価格変動リスクをヘッジす
る商品先渡取引、商品スワップ取引等があります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定め
た社内規定に従っており、また、デリバティブの利用にあたって
は、信用リスクを軽減するために格付の高い相手先とのみ行っ
ています。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、
ヘッジの方針及びヘッジの有効性の評価方法等については、注
記1（q）をご参照ください。
　資金調達に係る流動性リスクについては、各社が月次で資金
繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。
 
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価
格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ
ともあります。また、注記14におけるデリバティブ取引に関する
契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る
市場リスクを示すものではありません。

（b）金融商品の時価
　2011年3月31日現在の金融商品の概要は以下のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は
含んでいません。（注２）をご参照ください。

百万円

帳簿価額 時価 含み損益

資産
　（1）受取手形及び売掛金 ¥1,065,973 ¥1,065,973 ¥ —

　（2）投資有価証券 245,376 245,376 —

　　資産計 ¥1,311,349 ¥1,311,349 ¥ —

負債
　（1）支払手形及び買掛金 ¥  739,855 ¥  739,855 ¥ —

　（2）短期借入金＊1 589,001 589,001 —

　（3）コマーシャル・ペーパー 388,000 388,000 —

　（4）その他債務 316,807 316,807 —

　（5）未払揮発油税及び軽油税 268,591 268,591 —

　（6）長期借入金＊1 1,036,392 1,048,465 12,073 

　　負債計 ¥3,338,646 ¥3,350,719 ¥12,073 

デリバティブ取引＊2 ¥   11,558 ¥    2,992 ¥ (8,566)
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千米ドル

帳簿価額 時価 含み損益

資産
　（1）受取手形及び売掛金 $12,819,880 $12,819,880 $          —

　（2）投資有価証券 2,951,004 2,951,004 —

　　資産計 $15,770,884 $15,770,884 $          —

負債
　（1）支払手形及び買掛金 $ 8,897,835 $ 8,897,835 $          —

　（2）短期借入金＊1 7,083,596 7,083,596 —

　（3）コマーシャル・ペーパー 4,666,266 4,666,266 —

　（4）その他債務 3,810,066 3,810,066 —

　（5）未払揮発油税及び軽油税 3,230,198 3,230,198 —

　（6）長期借入金＊1 12,464,125 12,609,321 145,195 

　　負債計 $40,152,086 $40,297,282 $ 145,195 

デリバティブ取引＊2 $   139,002 $   35,983 $(103,019)

＊1. 1年内返済の長期借入金は（6）長期借入金 に含めています。
＊2. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しています。

（注）
1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
 ● 資産
 （1）受取手形及び売掛金
  これらは短期間で決済されるものであるため、時価と近似している帳簿価額によっています。
 （2）投資有価証券
   株式の時価は取引所の価格に基づいており、債券の時価は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっています。保有目的ごとの有価証券に関す

る情報については、注記8をご参照ください。
 ● 負債
 （1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）コマーシャル・ペーパー、（4）その他債務、（5）未払揮発油税及び軽油税
  これらは短期間で決済されるものであるため、時価と近似している帳簿価額によっています。
 （6）長期借入金
  長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の条件で新規に借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。
 ● デリバティブ取引
 注記14をご参照ください。

2.  2011年3月31日現在の非上場の株式及び債券（連結貸借対照表計上額378,480百万円（4,551,774千米ドル））は、市場価値がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「投資有価証券」には含めていません。

3. 金銭債権及び満期のある有価証券に関する2011年3月31日現在の償還予定額

百万円

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

受取手形及び売掛金 ¥1,062,143 ¥3,786 ¥44 ¥—

投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　（1）国債・地方債等 — 60 — —

　その他の有価証券のうち満期があるもの
　　（1）国債・地方債等 — 65 — —

　　（2）その他債券 — 6,005 — —

　　　合計 ¥1,062,143 ¥9,916 ¥44 ¥—
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1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

受取手形及び売掛金 $12,773,818 $ 45,532 $529 $̶
投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　（1）国債・地方債等 ̶ 721 ̶ ̶
　その他の有価証券のうち満期があるもの
　　（1）国債・地方債等 ̶ 782 ̶ ̶
　　（2）その他債券 ̶ 72,219 ̶ ̶

　　　合計 $12,773,818 $119,254 $529 $̶

4. 長期借入金に関する2011年3月31日現在の償還予定額については、注記11をご参照ください。

14. デリバティブ取引

　当社グループは主に商品価格、為替及び金利等の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っており、ヘッジ会計を
適用しています。当社グループは投機目的でデリバティブ取引を行っていません。

　主なデリバティブ取引、ヘッジ対象は以下のとおりです。

デリバティブ取引 ヘッジ対象

● 為替予約取引 ● 原材料輸入取引及び製商品輸出取引

● 金利スワップ取引 ● 長期借入金

● 商品先渡取引及び商品スワップ取引 ● 原料購入取引及び製商品販売取引

a）ヘッジ会計が適用されていない2011年3月31日現在のデリバティブ取引の時価等は以下のとおりです。
百万円

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

為替予約取引：
　売建　米ドル ¥ 18,922 ¥     — ¥  (202) ¥  (202)

　買建　米ドル 137,099 538 1,579 1,579 

　買建　ユーロ 244 — 5 5 

　買建　豪ドル 33 — 1 1 

通貨スワップ取引：
　受取米ドル支払日本円 697 697 (280) (280)

　　合計 ¥156,995 ¥1,235 ¥ 1,103 ¥ 1,103

商品関連（スワップ取引）：
　受取固定支払変動 ¥  9,728 ¥5,679 ¥(3,675) ¥(3,675)

商品関連（先渡取引）：
　売建 2,453 — (318) (318)

　買建 458 — 11 11 

　　合計 ¥ 12,639 ¥5,679 ¥(3,982) ¥(3,982)
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千米ドル

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

為替予約取引：
　売建　米ドル $  227,565 $       — $ (2,429) $ (2,429)

　買建　米ドル 1,648,815 6,470 18,990 18,990 

　買建　ユーロ 2,934 — 60 60 

　買建　豪ドル 397 — 12 12 

通貨スワップ取引：
　受取米ドル支払日本円 8,383 8,383 (3,368) (3,368)

　　合計 $1,888,094 $14,853 $ 13,265 $ 13,265 

商品関連（スワップ取引）：
　受取固定支払変動 $  116,993 $68,298 $(44,197) $(44,197)

商品関連（先渡取引）：
　売建 29,501 — (3,824) (3,824)

　買建 5,508 — 132 132 

　　合計 $  152,002 $68,298 $(47,889) $(47,889)

b）ヘッジ会計が適用されている2011年3月31日現在のデリバティブ取引の時価等は以下のとおりです。
百万円

主なヘッジ対象 契約額等 うち1年超 時価

為替予約取引：
　売建　米ドル （原則処理） 売掛金 ¥ 73,958 ¥ — ¥   (997)

　買建　米ドル （原則処理） 買掛金 33,593 — 403 

　買建　シンガポールドル （原則処理） 買掛金 80 — 2 

　買建　円 （原則処理） 買掛金 549 — 11 

　売建　米ドル （振当処理） 売掛金 102,084 — (1,009)

　買建　米ドル （振当処理） 買掛金 290,960 — 4,290 

　　合計 ¥501,224 ¥ — ¥  2,700

金利スワップ取引：
　受取変動支払固定 （原則処理） 長期借入金 ¥  7,084 ¥  4,000 ¥   (422)

　受取固定支払変動 （原則処理） 長期借入金 999 687 26 

　受取変動支払固定 （特例処理） 長期借入金 448,501 419,946 (11,970)

　受取固定支払変動 （特例処理） 長期借入金 5,012 3,640 123 

　　合計 ¥461,596 ¥428,273 ¥(12,243)

商品関連（スワップ取引）：
　受取変動支払固定 （原則処理） 原油・商品・製品 ¥ 15,595 ¥  9,749 ¥ 19,618

　受取固定支払変動 （原則処理） 原油・商品・製品 2,329 — (203)

商品関連（先渡取引）：
　売建 （原則処理） 原料・製品 135,457 — (6,071)

　買建 （原則処理） 原料・製品 31,752 1,421 2,070 

　　合計 ¥185,133 ¥ 11,170 ¥ 15,414
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主なヘッジ対象 契約額等 うち1年超 時価

為替予約取引：
　売建　米ドル （原則処理） 売掛金 $  889,453 $ — $ (11,990)

　買建　米ドル （原則処理） 買掛金 404,005 — 4,847 

　買建　シンガポールドル （原則処理） 買掛金 962 — 24 

　買建　円 （原則処理） 買掛金 6,602 — 132 

　売建　米ドル （振当処理） 売掛金 1,227,709 — (12,135)

　買建　米ドル （振当処理） 買掛金 3,499,218 — 51,593 

　　合計 $6,027,949 $ — $  32,471 

金利スワップ取引：
　受取変動支払固定 （原則処理） 長期借入金 $   85,195 $   48,106 $  (5,075)

　受取固定支払変動 （原則処理） 長期借入金 12,014 8,262 313 

　受取変動支払固定 （特例処理） 長期借入金 5,393,879 5,050,463 (143,957)

　受取固定支払変動 （特例処理） 長期借入金 60,277 43,776 1,479 

　　合計 $5,551,365 $5,150,607 $(147,240)

商品関連（スワップ取引）：
　受取変動支払固定 （原則処理） 原油・商品・製品 $  187,552 $  117,246 $(235,935 

　受取固定支払変動 （原則処理） 原油・商品・製品 28,010 — (2,441)

商品関連（先渡取引）：
　売建 （原則処理） 原料・製品 1,629,068 — (73,013)

　買建 （原則処理） 原料・製品 381,864 17,090 24,895 

　　合計 $2,226,494 $  134,336 $ 185,376 

＊ 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金等と一体として処理されているため、それらの時価は注13（b）の表の当該買掛金等の時価に含めて
記載しています。

15. 退職給付関係

　国内連結子会社は、確定給付型の制度並びに退職一時金制度を設けています。また、一部の国内連結子会社は、確定拠出型の
制度を設けています。さらに、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、一部の海外連結子会社において
も、確定給付型及び確定拠出型の制度を設けています。
　2011年3月31日現在の退職給付引当金の内訳は以下のとおりです。

百万円 千米ドル

退職給付債務 ¥(321,362) $(3,864,847)

年金資産 214,556 2,580,349 

　未積立退職給付債務 (106,806) (1,284,498)

会計基準変更時差異の未処理額 3 36 

未認識数理計算上の差異 18,965 228,082 

未認識過去勤務債務 (743) (8,936)

前払年金費用 (339) (4,077)

　　退職給付引当金 ¥ (88,920) $(1,069,393)



88 JX Holdings, Inc.

　2011年3月期における退職給付費用の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

勤務費用 ¥ 9,756 $117,330

利息費用 5,728 68,888 

期待運用収益 (3,374) (40,577)

会計基準変更時差異の費用処理額 15 180 

数理計算上の差異の費用処理額 1,107 13,313 

過去勤務債務の費用処理額 (238) (2,862)

　退職給付費用＊ ¥12,994 $156,272 

＊上記「退職給付費用」に加え、特別退職金（30,539百万円（367,276千米ドル））が連結損益計算書に含まれています。

　上記退職給付債務等の計算に使用した前提条件は以下のとおりです。

割引率 主として2.0%
期待運用収益率 主として2.0%
数理計算上の差異の処理年数 主として5年

(発生連結会計年度の翌連結会計年度から)
過去勤務債務の額の処理年数 主として5年

16. 資産除去債務 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（a）資産除去債務の概要
　サービスステーション用土地の不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務及び石油開発関連設備の生産終了後における撤去義務
等です。
　
（b）資産除去債務の金額の算定方法
　資産除去債務の計算に用いる使用見込期間及び割引率は以下のとおりです。

2011年3月期
取得からの
使用見込期間 割引率

サービスステーション用土地 主に15年 主に2.0％
石油開発関連設備 ４～70年 3.5～6.5％

（c）2011年3月期における当該資産除去債務の総額の増減
百万円 千米ドル

期首残高＊： ¥50,440 $606,614 

　経営統合による増加額 9,969 119,892 

　有形固定資産の取得に伴う増加額 1,773 21,323 

　時の経過による調整額 1,970 23,692 

　資産除去債務の履行による減少額 (7,495) (90,138)

　その他増減額 (2,099) (25,244)

　　期末残高 ¥54,558 $656,139 

＊ 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 2008年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号 2008年3月31日）を適用したことによる期首時点における残高です。　
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17. 偶発債務

　2011年3月31日現在の契約債務及び偶発債務の残高は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

保証未履行債務残高：
　非連結子会社及び関連会社 ¥55,223 $  664,137

　その他の会社及び従業員 29,442 354,083

　合計 ¥84,665 $1,018,220 

18. 研究開発費

　研究開発費は、2011年3月期に、24,841百万円（298,749千米ドル）が一般管理費及び当期製造費用に含まれています。

19. 販売費及び一般管理費

　2011年3月期の販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

運賃諸掛 ¥147,223 $1,770,571 

人件費 112,229 1,349,717

退職給付費用 6,784 81,587

賃借料 38,173 459,086

減価償却費 31,618 380,253

その他 158,357 1,904,474

　合計 ¥494,384 $5,945,688 

20. 災害による損失

　災害による損失は東日本大震災によるもので、その内訳は以下のとおりです。
2011年3月期 百万円 千米ドル

災害損失引当金繰入額（復旧費用等） ¥109,106 $1,312,159 

たな卸資産・固定資産滅失損 6,766 81,371

休止期間中の固定費等 10,150 122,069

　合計 ¥126,022 $1,515,599 
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21. 法人税等

　当社に適用される所得税は法人税、事業税、住民税で構成されており、2011年3月期における法定実効税率は40.7%です。

a）2011年3月31日現在の繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

繰延税金資産：
　固定資産減損損失 ¥ 69,842 $  839,952

　有価証券評価損 57,187 687,757 

　退職給付引当金 35,520 427,180 

　資産除去債務 20,237 243,380 

　減価償却費 16,519 198,665 

　賞与引当金 12,617 151,738 

　修繕引当金 12,220 146,963 

　災害損失 46,722 561,900 

　繰越欠損金 274,321 3,299,110 

　その他 126,235 1,518,160 

　　小計 671,420 8,074,805 

　評価性引当額 (268,866) (3,233,506)

　　繰延税金資産合計 402,554 4,841,299 

繰延税金負債：
　土地評価差額 (114,012) (1,371,160)

　固定資産圧縮積立金 (32,541) (391,353)

　在外子会社等留保利益 (25,215) (303,247)

　その他有価証券評価差額金 (23,726) (285,340)

　資本連結上の子会社時価評価 (9,017) (108,443)

　その他 (93,586) (1,125,508)

　　繰延税金負債合計 (298,097) (3,585,051)

　　　繰延税金資産の純額 ¥104,457 $1,256,248

b）2011年3月期の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異は以下のとおりです。

法定実効税率 40.7%

調整：
　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0 

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 (1.2)

　持分法投資損益 (7.5)

　評価性引当金の増減 5.2 

　負ののれん発生益 (22.6)

　その他 1.5 

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.1%
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22. 1株当たり情報

2011年3月期の1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額は以下のとおりです。

（a）1株当たり当期純利益
百万円 千米ドル

当期純利益 ¥311,736 $3,749,080 

期中平均の普通株式数（千株） 2,486,893

円 米ドル

1株当たり当期純利益 ¥125.35 $1.51 

　なお、転換社債の転換によって発行される希薄化効果を持つ潜在株式は存在しないため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益
は記載していません。

（b）1株当たり純資産額
百万円 千米ドル

純資産合計額 ¥1,886,241 $22,684,798 

純資産合計額から控除する少数株主持分 257,920 3,101,864

普通株主に係る純資産額 1,628,321 19,582,934

期末の普通株式数（千株） 2,486,843

円 米ドル

1株当たり純資産額 ¥654.77 $7.87 

23. 関連当事者との取引

　2011年3月期において、関連当事者との重要な取引はありません。
　2011年3月期において、親会社又は重要な関係会社に関する注記はありません。

24. キャッシュ・フロー情報

　企業結合において被取得企業と判断された新日鉱ほかの取得時に受け入れた資産及び負債の主な内訳は次のとおりです。
2011年3月期 百万円 千米ドル

流動資産 ¥   950,706 $ 11,433,626 

固定資産 1,212,782 14,585,472 

　資産合計 ¥ 2,163,488 $ 26,019,098 

流動負債 ¥  (909,024) $(10,932,339)

固定負債 (491,729) (5,913,758)

　負債合計 ¥(1,400,753) $(16,846,097)
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25. セグメント情報

（a）報告セグメントの概要
　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源
の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。
　当社を持株会社とする当社グループは、３つの中核事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「石
油精製販売」、「石油開発」及び「金属」を報告セグメントとしています。なお、報告セグメントに含まれない事業は「その他」の区分
に集約しています。
　各報告セグメント及び「その他」の区分の主な製品・サービス又は事業内容は以下のとおりです。

石油精製販売
揮発油・ナフサ・灯油・軽油・重油等石油製品、ベンゼン・パラキシレン等石油化学製品、ＬＰガス、潤
滑油、石油事業に附帯関連する事業

石油開発 石油・天然ガスの探鉱・開発及び生産

金属
非鉄金属資源の開発・採掘、銅、金、銀、硫酸、非鉄金属リサイクル・産業廃棄物処理、銅箔、圧延・加
工材料、薄膜材料、金属事業製品等の船舶運送

その他
アスファルト舗装、土木工事、建築工事、チタン、電線、陸上運送、不動産賃貸業、資金調達等のグ
ループ共通業務

（b）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「1. 重要な会計方針」における記載と概ね同一です。セグメント間の内部売
上高及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

（c）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

百万円

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 合計 調整額＊1
連結財務諸表
計上額

売上高：
　外部顧客への売上高 ¥8,121,988 ¥148,657 ¥939,382 ¥  424,369 ¥9,634,396 ¥            — ¥9,634,396

　 セグメント間の内部売上高
  又は振替高 9,874 100 1,174 48,400 59,548 (59,548) —

　　合計 8,131,862 148,757 940,556 472,769 9,693,944 (59,548) 9,634,396 

セグメント利益 253,682 59,458 70,713 25,134 408,987 4,680 413,667 

セグメント資産 4,167,403 527,777 814,804 2,141,002 7,650,986 (1,391,028) 6,259,958 

セグメント負債 3,186,525 322,943 435,289 1,835,841 5,780,598 (1,406,881) 4,373,717 

その他の項目：
　減価償却費＊2 ¥  128,458 ¥ 33,548 ¥ 25,723 ¥   16,872 ¥  204,601 ¥      1,952 ¥  206,553 

　のれんの償却額 1,162 1,109 — 2,289 4,560 — 4,560 

　受取利息 1,378 406 438 13,776 15,998 (13,500) 2,498 

　支払利息 18,923 3,122 3,968 13,046 39,059 (11,757) 27,302 

　持分法投資利益 5,358 7,817 55,774 7,025 75,974 — 75,974 

　 有形固定資産及び無形固定
  資産の増加額＊3 78,922 34,412 37,444 18,152 168,930 21,611 190,541 
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千米ドル

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 合計 調整額＊1
連結財務諸表
計上額

売上高：
　外部顧客への売上高 $97,678,749 $1,787,817 $11,297,439 $ 5,103,656 $115,867,661 $              — $115,867,661 

　 セグメント間の内部売上高
  又は振替高 118,749 1,203 14,119 582,081 716,152 (716,152) —

　　合計 97,797,498 1,789,020 11,311,558 5,685,737 116,583,813 (716,152) 115,867,661 

セグメント利益 3,050,896 715,069 850,427 302,273 4,918,665 56,284 4,974,949 

セグメント資産 50,119,098 6,347,288 9,799,206 25,748,671 92,014,263 (16,729,140) 75,285,123 

セグメント負債 38,322,610 3,883,861 5,234,985 22,078,665 69,520,121 (16,919,796) 52,600,325 

その他の項目：
　減価償却費＊2 $ 1,544,895 $  403,464 $   309,356 $   202,910 $  2,460,625 $    23,476 $  2,484,101 

　のれんの償却額 13,975 13,337 — 27,529 54,841 — 54,841 

　受取利息 16,572 4,883 5,268 165,676 192,399 (162,357) 30,042 

　支払利息 227,577 37,547 47,721 156,897 469,742 (141,395) 328,347 

　持分法投資利益 64,438 94,011 670,763 84,486 913,698 — 913,698 

　 有形固定資産及び無形固定
  資産の増加額＊3 949,152 413,855 450,319 218,304 2,031,630 259,903 2,291,533 

注：1. 調整額は以下のとおりです。 
  （1） セグメント利益の調整額4,680百万円（56,284千米ドル）には、未実現利益の調整額等2,073百万円（24,931千米ドル）並びに各報告セグメントに配分し

ていない全社収益・全社費用の純額2,607百万円（31,353千米ドル）が含まれています。
  （2） セグメント資産の調整額1,391,028百万円（16,729,140千米ドル）は、主にセグメント間の債権の相殺消去です。 
  （3） セグメント負債の調整額1,406,881百万円（16,919,796千米ドル）は、主にセグメント間の債務の相殺消去です。 
  （4） 減価償却費の調整額1,952百万円（23,476千米ドル）には、時の経過による資産除去債務の調整額（利息費用）1,970百万円（23,692千米ドル）が含まれ

ています。 
  （5） 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額21,611百万円（259,903千米ドル）には、資産除去債務に対応する資産19,231百万円（231,281千米

ドル）が含まれています。 

 2.  減価償却費には、探鉱開発投資勘定の償却費31,031百万円（373,193千米ドル）（「石油開発」29,542百万円（355,286千米ドル）、「調整額」1,489百万
円（17,907千米ドル））が含まれています。

 3.  有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、連結貸借対照表の投資その他の資産に含まれる探鉱開発投資勘定の増加額36,352百万円（437,186千米ドル）
（「石油開発」27,814百万円（334,504千米ドル、「調整額」8,538百万円（102,682千米ドル））が含まれています。 

 4. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っています。

【関連情報】
（a）製品及びサービスごとの情報
　「セグメント情報」における報告セグメントの区分と概ね同一であるため、記載を省略しています。　

（b）地域ごとの情報
（1）売上高
2011年3月期 百万円 千米ドル

日本 ¥8,277,883 $ 99,553,614 

中国 433,147 5,209,224

その他 923,366 11,104,823

　合計 ¥9,634,396 $115,867,661 

注：売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。 

（2）有形固定資産
　日本に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しています。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

百万円

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 全社・消去 合計

減損損失 ¥26,946 ¥5,036 ¥9,568 ¥101 ¥1 ¥41,652

千米ドル

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 全社・消去 合計

減損損失 $324,065 $60,565 $115,069 $1,215 $12 $500,926 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

百万円

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 全社・消去 合計

当期償却額 ¥1,162 ¥1,109 — ¥ 2,289 — ¥ 4,560

当期末残高 1,232 9,144 — 40,590 — 50,966

千米ドル

2011年3月期 石油精製販売 石油開発 金属 その他 全社・消去 合計

当期償却額 $13,975 $ 13,337 — $ 27,529 — $ 54,841 

当期末残高 14,817 109,970 — 488,154 — 612,941

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　当社は、2010年4月1日を効力発生日とする株式移転により、新日石及び新日鉱の共同持株会社として設立されました。この株
式移転においては、「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号 2008年12月26日）」を適用していますが、被取得企業で
ある新日鉱の時価純資産が取得原価を上回ったため、当該差額226,537百万円（2,724,438千米ドル）を負ののれんとして認識
し、当連結会計年度において負ののれん発生益（特別利益）に一括計上しました。
　当該金額は、報告セグメントごとに分けることが困難であるため、報告セグメントごとの金額は記載していません。　

(追加情報) 
　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 2009年3月27日）及び「セグメント
情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 2008年3月21日）を適用しています。

26. 後発事象

　該当事項はありません。
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和文版アニュアルレポートの位置付けについて

　当社は、海外読者の便宜のために当社の事業概況及び連結財務諸表を含む財務内容を中心としたアニュアルレポートを英文で作

成いたしましたが、アニュアルレポートの開示上の公平性及び充実化の観点から、英文アニュアルレポートを和訳した和文アニュアル

レポートを作成いたしました。

　英文アニュアルレポートと和文アニュアルレポートとで、内容上の重要な相違が生じないように配慮して作成していますが、和文ア

ニュアルレポート所収の連結財務諸表については、監査済英文連結財務諸表の和訳を掲載しており、和訳された連結財務諸表自体

は新日本有限責任監査法人の監査の対象となっていません。



マーケットデータ（石油精製販売および石油開発事業関連）

1. 主要国の一次エネルギー消費構成 

%
原油換算
百万トン

（2010暦年） 石油 石炭 天然ガス 原子力 水力 合計
日本 40.7 24.9 17.2 13.3 3.9 496
米国 37.8 23.4 27.6 8.6 2.6 2,247
英国 36.1 15.3 41.4 6.9 0.4 204
フランス 33.5 4.9 17.0 38.9 5.7 249
中国 17.7 70.8 4.1 0.7 6.7 2,420
ロシア 21.4 13.6 54.0 5.6 5.5 691
世界全体 34.0 30.0 24.1 5.3 6.5 11,844

出典：BP統計

2 . 世界の石油消費量の推移、消費伸び率 
石油消費量 千バーレル／日
（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

北米 23,595 23,676 24,058 24,947 25,063 24,955 25,073 23,841 22,946 23,418
欧州 19,769 19,750 19,966 20,198 20,356 20,498 20,271 20,358 19,448 19,510
アジア・太平洋 21,353 21,987 22,750 24,081 24,503 24,914 25,753 25,715 25,866 27,237
中東 5,148 5,374 5,615 5,946 6,225 6,497 6,736 7,153 7,433 7,821
アフリカ 2,481 2,540 2,611 2,708 2,835 2,824 2,974 3,097 3,195 3,291
中南米 4,956 4,941 4,825 4,946 5,144 5,271 5,622 5,835 5,827 6,104
世界全体 77,304 78,268 79,823 82,827 84,126 84,958 86,428 85,999 84,714 87,382

消費伸び率 %
（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

欧州および北米 100.0 100.1 101.5 104.1 104.7 104.8 104.6 101.9 97.8 99.0
アジア・太平洋 100.0 103.0 106.5 112.8 114.8 116.7 120.6 120.4 121.1 127.6
世界全体 100.0 101.2 103.3 107.1 108.8 109.9 111.8 111.2 109.6 113.0

※2001年を100としたときの変化率　 
出典：BP統計

3. 日本の油種別需要構造推移 
日本 万バーレル／日 %
（暦年） 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2009

ガソリン 100 102 103 103 105 105 103 102 98 99 23
灯油 72 74 73 73 70 74 69 63 59 55 13
軽油 124 124 121 119 117 115 108 100 92 84 19
重油 65 60 57 66 59 58 55 52 54 40 9
その他 191 181 178 182 181 181 185 187 176 159 36
　合計 552 541 532 543 532 533 520 504 479 437 100

（参考）
米国 万バーレル／日 % 欧州 万バーレル／日 % アジア 万バーレル／日 %
ガソリン 900 48 ガソリン 229 16 ガソリン 437 17 
灯油 141 8 灯油 127 9 灯油 215 8 
軽油 363 19 軽油 602 42 軽油 731 29 
重油 51 3 重油 143 10 重油 335 13 
その他 422 22 その他 348 24 その他 822 32 
　合計 1,877 100 　合計 1,449 100 　合計 2,540 100

※米国と欧州は2009暦年、アジアは2008暦年データ　 
出典：IEA（国際エネルギー機関）

4. アジアの石油化学製品別需給動向 
千トン

（暦年） 2004 2005 2006 2007 2008

プロピレン 需要 23,314 25,508 26,841 28,980 29,095
生産 23,688 25,213 26,862 28,970 28,879

ベンゼン 需要 14,132 15,022 15,883 17,894 17,107
生産 14,526 15,518 16,505 18,606 18,028

パラキシレン 需要 14,437 15,573 16,479 18,834 18,178
生産 13,200 14,520 16,324 18,074 17,606

※アジアにはオセアニアを含む　 
出典：経済産業省

ファクトデータ
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マーケットデータ（金属事業関連）

5. 金属価格の推移 
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

LME銅価格（暦年）（セント／ポンド） 72 71 81 130 167 305 323 316 234 342
LME銅価格（年度）（セント／ポンド） 69 72 93 136 186 316 344 266 277 369
金価格（年度）（ドル／トロイオンス） 278 326 378 414 477 654 766 867 1,023 1,294

6. 主要国の銅鉱山生産量 
千トン

（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

中国 587 568 604 742 762 873 928 1,076 1,045 1,156
インドネシア 1,047 1,163 1,003 842 1,064 817 789 651 997 854
チリ 4,739 4,581 4,904 5,413 5,321 5,361 5,557 5,330 5,390 5,419
ペルー 722 845 843 1,036 1,010 1,048 1,190 1,268 1,275 1,247
オーストラリア 896 879 830 854 930 875 871 886 854 849
米国 1,340 1,140 1,120 1,160 1,140 1,197 1,168 1,310 1,204 1,129
世界全体 13,755 13,566 13,713 14,710 15,188 15,180 15,548 15,670 15,887 16,120

出典：WBMS

7. 主要国の銅地金生産量 
千トン

（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

日本 1,426 1,401 1,430 1,380 1,395 1,532 1,577 1,540 1,440 1,549
中国 1,523 1,633 1,836 2,199 2,583 3,003 3,499 3,795 4,051 4,574
インド 325 374 391 419 518 627 719 669 721 648
米国 1,800 1,512 1,310 1,310 1,260 1,250 1,326 1,280 1,160 1,093
チリ 2,882 2,850 2,902 2,837 2,824 2,811 2,937 3,060 3,272 3,244
ドイツ 694 696 598 653 642 662 666 690 669 704
ロシア 888 860 818 885 1,008 959 923 913 874 864
世界全体 15,683 15,683 15,239 15,853 16,665 17,341 18,040 18,496 18,591 19,172

出典：WBMS

8. 主要国の銅地金消費量 
千トン

（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

日本 1,145 1,164 1,202 1,279 1,227 1,282 1,252 1,184 875 1,060
中国 2,307 2,737 3,084 3,364 3,639 3,614 4,863 5,149 7,086 7,419
インド 293 295 308 342 398 407 516 515 552 430
その他アジア 2,415 2,751 2,708 3,057 2,996 3,036 3,121 3,065 3,098 3,125
米国 2,619 2,364 2,290 2,410 2,270 2,096 2,123 2,020 1,650 1,762
チリ 90 81 96 100 103 111 105 103 91 100
欧州合計 4,342 4,327 4,284 4,648 4,652 4,962 4,793 4,625 3,579 3,947
世界全体 14,685 15,039 15,362 16,745 16,817 16,974 18,141 18,153 18,185 19,129

出典：WBMS

9. 世界の銅消費用途 
千トン

（暦年） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

電線 10,266 10,328 10,771 11,738 11,717 12,129 12,491 12,389 11,712 13,005
伸銅製品 7,046 7,130 7,461 8,848 8,858 9,243 9,442 9,198 8,804 9,693
その他 1,052 792 832 853 884 959 1,000 1,027 1,172 1,208
　合計 18,364 18,249 19,065 21,438 21,458 22,331 22,932 22,614 21,688 23,907

※スクラップの直接消費を含む
出典：「Metals Market Service Long Term Outlook、2011年6月」(Brook Hunt̶A Wood Mackenzie Company) 
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オペレーティングデータ（石油精製販売および石油開発事業関連）

1. 原油価格とガソリン末端市況 
（年度） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

原油（CIF＊）価格（ドル／バーレル） 23.84 27.40 29.43 38.77 55.81 63.50 78.72 90.52 69.40 84.15
（円／KL） 18,645 21,034 20,955 26,158 39,736 46,659 56,335 58,541 40,374 45,372

レギュラーガソリン価格（円／L） 101 100 101 115 128 136 146 146 125 136

※レギュラーガソリン価格は2004年4月より消費税込み
＊CIF ＝ Cost, insurance and freight 
出典：財務省通関統計、石油情報センター

2 . 国内主要石油元売会社との比較 
原油処理能力 パラキシレン生産能力

万バーレル／日 万トン／年
JXグループ 163 JXグループ 262＊

エクソンモービルグループ 84 エクソンモービルグループ 49
出光興産 64 出光興産 48
コスモ石油 64 その他 40
昭和シェル石油グループ 52 　合計 399
その他 37 ※2009年12月末時点
　合計 462 ＊JXグループは2011年3月末時点

※2011年3月末時点

3. 製品別販売数量、サービスステーション数 
製品別販売数量 固定式サービスステーション数
全体 百万KL JXグループ 百万KL 店
（年度） 2010 （年度） 2010 （年度） 2006 2007 2008 2009 2010

ガソリン・ナフサ 104.9 ガソリン・ナフサ 29.6 全体 44,700 43,000 41,100 39,500 37,800
中間留分＊1 73.8 中間留分 27.9 JXグループ 14,746 14,144 13,318 12,687 12,149
重油＊2 17.3 重油 6.4 　社有 3,541 3,375 3,140 2,893 2,701
　合計 196.0 　合計 64.0 　社有比率（%） 24.0 23.9 23.6 22.8 22.2

※国内の石油製品販売数量
＊1. 灯油、軽油、ジェット燃料、A重油の合計
＊2. B、C重油の合計

4. JXグループの主な石油・天然ガス生産量 
プロジェクト会社ベースの生産量 埋蔵量

BOED＊1 百万BOE＊2

（暦年） 2006 2007 2008 2009 2010 2010年末
米国 10,200 13,200 8,900 11,700 9,600 27
カナダ＊3 12,900 15,200 14,400 14,000 14,700 253
英国（北海） 13,700 12,500 14,600 12,700 9,900 20
東南アジア 102,900 94,500 83,600 81,600 83,600 319
オセアニア 14,200 11,400 6,100 10,200 8,200 87
中東他 16,200 14,400 13,700 12,900 13,300 69
　合計 170,100 161,200 141,300 143,100 139,300 775

＊1. BOED：原油換算量バーレル／日 
＊2. BOE：原油換算量バーレル
＊3. 合成原油
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オペレーティングデータ（金属事業関連）

5. 資源開発事業 
出資銅鉱山精鉱販売量＊1

% 千トン
（暦年） JX出資比率 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

Escondida 3.0*2 663 622 852 1,018 1,104 1,158 1,230 991 792 757 
Los Pelambres 15.0 376 328 343 364 330 336 300 353 324 379 
Collahuasi 3.6 389 377 326 424 364 381 396 412 488 443 

＊1. 精鉱中銅量（2010年は販売対象の数量）
＊2. 2010年5月にエスコンディーダ鉱山の権益を追加取得。それ以前は2.0％

（参考）世界の銅鉱山ランキング 千トン
生産量

順位 国 2010

1. Escondida チリ 1,087
2. PT Freeport Indonesia インドネシア 625
3. Chuquicamata チリ 602
4. Collahuasi チリ 504
5. El Teniente チリ 410
6. Los Pelambres チリ 398
7. Norilsk ロシア 364
8. Cerro Verde ペルー 312
9. Radomiro Tomic チリ 309

10. Antamina ペルー 302

※SX-EW生産量を含む
出典：「Metals Market Service Long Term Outlook、2011年6月」(Brook Hunt̶A Wood Mackenzie Company) 

6. 銅製錬事業 
千トン

（年度） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

銅地金販売数量＊ 584 583 622 607 588 645 660 619 605 588

＊パンパシフィック・カッパー（PPC）販売数量

（参考）世界の銅地金生産者ランキング 千トン
生産量

順位 2010

1. Codelco 1,842
2. Aurubis 1,132

3. PPC + LS-ニッコー・カッパー（JXグループ） 1,088＊

4. Freeport McMoRan Copper & Gold 992
5. Jiangxi Copper 900
6. Xstrata 753
7. BHP Billiton 578
8. Tongling Nonferrous Metals 562
9. 住友金属鉱山 550

10. KGHM Polska Miedz 547

＊当社集計値
出典：Brook Hunt̶A Wood Mackenzie Company推定

7. 環境リサイクル事業 
トン

（年度） 2007 2008 2009 2010

金回収量 7.2 7.0 6.3 6.5

8. 電材加工事業 
（年度） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

圧延銅箔販売数量（km／月） 1,059 2,009 3,097 3,393 3,794 3,588 3,509 2,554 2,724 3,255
精密圧延品販売量（トン／月） 3,323 4,107 3,954 3,798 3,407 3,600 3,721 2,714 3,507 3,847
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JXホールディングス株式会社 名称（商号） JXホールディングス株式会社
（英文名称　JX Holdings, Inc.）

代表者 代表取締役会長　西尾 進路　　　
代表取締役社長　高萩 光紀

本社所在地 〒100 -8161　東京都千代田区大手町二丁目6番3号

設立年月日 2010年4月1日

資本金 1,000億円

従業員数 24,691名（JXグループ連結）（2011年6月30日現在）

証券コード 5020

ウェブサイト www.hd.jx-group.co.jp

組織図
（2011年9月1日現在）

取締役会長

監査役会

監査役事務室

秘書部

企画２部（総括・管掌役員）

企画１部（総括・管掌役員）

財務IR部（総括・管掌役員）

監査部（総括・管掌役員）

法務部（総括・管掌役員）

CSR推進部（総括・管掌役員）

総務部（総括・管掌役員）

統合推進部（総括・管掌役員）

経理部（総括・管掌役員）

取締役会
株主総会

副社長執行役員

専務執行役員

常務執行役員

執行役員

社長

会社概要および組織図
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JX日鉱日石エネルギー株式会社 名称（商号） JX日鉱日石エネルギー株式会社 
（英文名称　JX Nippon Oil & Energy Corporation）

代表者 代表取締役社長　木村 康　　　
代表取締役副社長　松下 功夫

本社所在地 〒100 -8162　東京都千代田区大手町二丁目6番3号

資本金 1,394億円（JXホールディングス株式会社100%出資）

事業内容 石油製品（ガソリン・灯油・潤滑油等）の精製および販売、石油化学製品の製造
および販売、ガス（LPガス・LNG）、石炭の輸入および販売、電力の供給、燃料電池、
太陽電池、蓄電装置等の開発および販売

ウェブサイト www.noe.jx-group.co.jp

組織図
（2011年9月5日現在）

［本社］ 秘書室 化学品本部 化学品総括部

管掌役員 CSR推進部 オレフィン部

管掌役員 総合企画部 アロマ部
取締役会

管掌役員 経理部 機能化学品1部

社長 管掌役員 人事部 機能化学品2部

副社長 管掌役員 広報部 機能性樹脂部

管掌役員 情報システム部 ウルサンPX
プロジェクト推進室

監査役 監査役事務室 管掌役員 総務部 新エネルギー
システム事業本部

システムインテグ
レート推進事業部環境・品質本部 社会環境安全部
エネルギーシステム

開発部品質保証部

製造技術本部 製造部 研究開発本部 研究開発企画部
技術部 中央技術研究所

国際事業本部 海外調達部

海外事業部

需給本部 需給部

物流管理部

小売販売本部 販売総括部

リテール販売部

ホームエネルギー部

潤滑油事業本部 潤滑油総括部

潤滑油販売1部

潤滑油販売2部

エネルギー・
ソリューション本部

エネルギー・
ソリューション1部

エネルギー・
ソリューション2部

エネルギー・
ソリューション3部

ガス事業部

＊1. JX日鉱日石エネルギーの70.7％出資子会社である鹿島石油（株）が運営
＊2. JX日鉱日石エネルギーの51.0％出資子会社である大阪国際石油精製（株）が運営

［製油所・製造所］ ［支店］ ［事業所・事務所］

室蘭製油所 北海道支店 船川事業所

仙台製油所 東北支店 新潟事業所

根岸製油所 関東支店 戸田事業所

水島製油所 東京支店 袖ヶ浦事業所

麻里布製油所 中部支店 川崎事業所

大分製油所 関西支店 大阪事業所

川崎製造所 中国支店 下松事業所

横浜製造所 九州支店 アブダビ事務所

知多製造所 沖縄支店 北京事務所

鹿島製油所＊1 広域支店 ニューデリー
事務所

大阪製油所＊2

ホーチミン
事務所
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JX日鉱日石開発株式会社 名称（商号） JX日鉱日石開発株式会社　
（英文名称　JX Nippon Oil & Gas Exploration Corporation）

代表者 代表取締役社長　古関 信

本社所在地 〒100 -8163　東京都千代田区大手町二丁目6番3号

資本金 98億円（JXホールディングス株式会社100%出資）

事業内容 石油、天然ガスその他の鉱物資源の探鉱および開発
石油、天然ガスその他の鉱物資源およびそれらの副産物の採取、加工、貯蔵、売買
および輸送

ウェブサイト www.nex.jx-group.co.jp

組織図
（2011年9月1日現在）

［事務所・油業所］

ロンドン事務所
JX Nippon Exploration and Production (U.K.) Ltd.

ヒューストン事務所
JX Nippon Oil Exploration (U.S.A.) Ltd.

ホーチミン事務所

ベトナム事務所
日本ベトナム石油（株）

ミリ事務所
JX日鉱日石開発、JX日鉱日石マレーシア石油開発（株）、

JX日鉱日石サラワク石油開発（株）、
JX日鉱日石半島マレーシア石油開発（株）、
JX日鉱日石サラワク陸上石油開発（株）

ジャカルタ事務所

ブリスベン事務所

パース事務所
JAPAN ENERGY E&P AUSTRALIA PTY LTD.

中条油業所

トリポリ事務所

［本社］

取締役会

社長 CSR推進部

副社長執行役員 企画部

常務執行役員
技術部

執行役員

探鉱部
監査役 監査役事務室

総務部

人事部

経理部

事業1部

事業2部

事業3部

事業4部
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JX日鉱日石金属株式会社 名称（商号） JX日鉱日石金属株式会社
（英文名称　JX Nippon Mining & Metals Corporation）

代表者 代表取締役社長　岡田 昌徳

本社所在地 〒100 -8164　東京都千代田区大手町二丁目6番3号

資本金 400億円（JXホールディングス株式会社100%出資）

事業内容 非鉄金属資源の開発・採掘、非鉄金属製品（銅・金・銀等）および電材加工製品の
製造・販売、非鉄金属リサイクルおよび産業廃棄物処理

ウェブサイト www.nmm.jx-group.co.jp

組織図
（2011年9月1日現在） 経営企画部

経理財務部

情報システム部

総務部
秘書室

人事部
CSR推進部

環境安全部

物流部

設備技術部

監査室

技術開発本部 総括室

知的財産部
技術開発センター

倉見分室
白銀分室
磯原分室

金属事業本部 総括室
企画部

資源開発部 チリ事務所
オーストラリア事務所
佐賀関製錬所

環境リサイクル
事業本部

総括室
企画部
営業部
技術部

日立事業所
敦賀工場

電材加工事業本部 総括室
企画部
技術部

機能材料事業部 電解銅箔ユニット
圧延銅箔ユニット
圧延・加工材料ユニット

日立事業所
倉見工場

磯原加工工場

薄膜材料事業部 半導体ユニット
化合物半導体ユニット
液晶ユニット

表面処理ユニット
磯原工場

掛川臨時建設本部

取締役会

社長

監査役 監査役事務室
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石油精製販売事業

会社名 主な事業内容 議決権の所有割合（%）

JX日鉱日石エネルギー（株） 石油製品および石油化学製品の製造・販売 100.0

鹿島石油（株） 石油製品および石油化学製品の製造 70.7

大阪国際石油精製（株） 石油製品および石油化学製品の製造・販売 51.0

和歌山石油精製（株） 石油製品の製造・販売 99.8

鹿島アロマティックス（株） 石油製品および石油化学製品の製造 80.0

JX日鉱日石ANCI（株） 合成樹脂加工製品の製造および売買 100.0

新日本石油基地（株）＊1 石油類の貯蔵および受払 100.0

新日本石油タンカー（株）＊1 原油・石油製品の海上輸送 100.0

日本グローバルタンカー（株） 原油の海上輸送 65.0

日正汽船（株） 原油・石油製品の海上輸送 72.5

日本タンカー（株） 石油製品の海上輸送 100.0

JX Nippon Oil & Energy U.S.A. Inc. 石油製品の販売 100.0

JX Nippon Oil & Energy Lubricants America LLC 潤滑油の製造・販売 100.0

JX Nippon Oil & Energy Asia Pte. Ltd. 石油製品の販売 100.0

JX Nippon Oil & Energy (Australia) Pty. Ltd. 石炭採掘・販売会社への投融資 100.0

（株）ENEOSフロンティア 石油製品の販売 100.0

（株）JOMOネット 石油製品の販売 100.0

（株）JOMOリテールサービス 石油製品の販売 100.0

（株）JOMOサンエナジー 石油製品の販売 100.0

（株）ジェイ・クエスト 石油製品の販売 100.0

ENEOSグローブ（株） LPガス製品の販売 50.0

（株）ジャパンガスエナジー LPガス製品の販売 51.0

川崎天然ガス発電（株） 発電および電力の供給 51.0

（株）ENEOSセルテック 燃料電池の製造・販売 81.0

スペースエナジー（株） 太陽電池用シリコンウェハー等の製造・販売 85.1

Nippon Oil Finance (Netherlands) B.V. LNG開発会社への出資および関係会社への資金貸付 100.0

JX日鉱日石トレーディング（株） 自動車関連用品の販売、リース業 100.0

日本石油輸送（株） 石油製品の陸上輸送 29.1

＊1. 2011年4月1日付で、新日本石油基地（株）はJX日鉱日石石油基地（株）に、新日本石油タンカー（株）はJX日鉱日石タンカー（株）にそれぞれ商号変更しました。

石油開発事業

会社名 主な事業内容 議決権の所有割合（%）

JX日鉱日石開発（株） 石油・天然ガスの開発事業の総括 100.0

日本ベトナム石油（株） 石油・天然ガスの探鉱・開発・生産・販売 97.1

JX日鉱日石マレーシア石油開発（株） 石油・天然ガスの探鉱・開発・生産・販売 78.7

JX日鉱日石サラワク石油開発（株） 石油・天然ガスの探鉱・開発・生産・販売 76.5

日石ミャンマー石油開発（株） 石油・天然ガスの探鉱・開発・生産・販売 50.0

JX Nippon Exploration and Production (U.K.) Ltd. 石油・天然ガスの探鉱・開発・生産・販売 100.0

Mocal Energy Ltd. 石油の探鉱・開発・生産・販売 100.0

アブダビ石油（株） 石油の探鉱・開発・生産・販売 31.5

合同石油開発（株） 石油の探鉱・開発・生産・販売 45.0

主要グループ会社
（2011年3月31日現在）
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金属事業

会社名 主な事業内容 議決権の所有割合（%）

JX日鉱日石金属（株） 非鉄金属製品および電材加工製品の製造・販売ならびに
非鉄金属リサイクル 100.0

日鉱商事（株）＊2 非鉄金属製品等の販売 100.0

パンパシフィック・カッパー（株） 非鉄金属製品の製造・販売 66.0

日比共同製錬（株） 銅の製錬・精製 63.5

常州金源銅業有限公司 銅荒引線の製造・販売 61.4

SCM Minera Lumina Copper Chile カセロネス銅・モリブデン鉱床の開発 75.0

日鉱環境（株）＊2 非鉄金属リサイクル、産業廃棄物処理 100.0

台湾日鉱金属股份有限公司 電材加工製品等の製造・販売、非鉄金属リサイクル原料の
集荷 100.0

Nikko Metals Philippines, Inc.＊2 銅箔の製造・販売 100.0

Gould Electronics GmbH 銅箔の製造・販売 100.0

Nikko Metals USA, Inc.＊3 薄膜材料の製造・販売 100.0

日鉱金属（蘇州）有限公司 圧延・加工材料の製造・販売 100.0

日本マリン（株） 非鉄金属製品等の船舶運送 100.0

LS-Nikko Copper Inc. 銅の製錬・精製 49.9

Minera Los Pelambres 銅鉱石の採掘 25.0

Japan Collahuasi Resources B.V. 銅鉱山への投資 30.0

ジェコ（株） 銅鉱山への投資 20.0

JECO 2 LTD 銅鉱山への投資 40.0

＊2.  2011年4月1日付で、日鉱商事（株）はJX金属商事（株）に、日鉱環境（株）はJX金属環境（株）に、Nikko Metals Philippines, Inc.はJX Nippon Mining & 
Metals Philippines, Inc.にそれぞれ商号変更しました。

＊3. 2011年7月1日付で、Nikko Metals USA, Inc.はJX Nippon Mining & Metals USA, Inc.に商号変更しました。

その他

会社名 主な事業内容 議決権の所有割合（%）

（株）NIPPO 道路・舗装・土木工事、石油関連設備の企画・設計・建設 57.0

大日本土木（株） 建築・土木工事の請負 79.5

日陽エンジニアリング（株） 機械・電気・土木・建築工事の設計・施工・施工監理、保全 100.0

東邦チタニウム（株） チタンの製造・販売 42.6

新日石不動産（株）＊4 不動産の販売・賃貸・管理 100.0

日鉱不動産（株）＊4 不動産の販売・賃貸・管理 100.0

JX日鉱日石プロキュアメント（株） 購買関係業務の受託 100.0

JX日鉱日石ファイナンス（株） 財務関係業務の受託 100.0

JX日鉱日石ビジネスサービス（株） 経理・給与・福利厚生関係業務の受託 100.0

JX日鉱日石リサーチ（株） 調査、研究およびコンサルティング業務等 100.0

タツタ電線（株） 電線、ケーブルの製造・販売 35.8

（株）丸運 陸上輸送 38.3

＊4. 新日石不動産（株）と日鉱不動産（株）は、2011年4月1日付で統合し、商号をJX日鉱日石不動産（株）に変更しました。

  Annual Report 2011 105



大株主の状況
株主名 所有株数（株） 持株比率（%）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 176,724,200 7.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 156,033,700 6.25

株式会社みずほコーポレート銀行 65,451,258 2.62

株式会社三井住友銀行 65,398,360 2.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 51,107,700 2.05

三菱商事株式会社 48,882,792 1.96

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT-TREATY CLIENTS 47,765,822 1.91

株式会社三菱東京UFJ銀行 38,920,444 1.56

NT RE GOVT OF SPORE INVT CORP P. LTD 38,079,650 1.53

国際石油開発帝石株式会社 33,264,732 1.33

投資家情報
（2011年3月31日現在）

株式の状況

証券コード 5020

発行済株式総数 2,495,485,929株

株主総数 176,543名

上場証券取引所 株式会社東京証券取引所第一部
株式会社大阪証券取引所第一部
株式会社名古屋証券取引所第一部

出来高（百万株）

株価（円）

4月
2010年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
2011年

2月 3月 4月 5月 6月 7月
0

100

200

300

400

500

0
100
200
300
400
500
600
700

株価チャート・出来高

106 JX Holdings, Inc.



  Annual Report 2011 3

連絡先
JXホールディングス株式会社　財務IR部　IRグループ
〒100 -8161　東京都千代田区大手町二丁目6番3号
TEL：03-6275-5009　FAX：03-3276-1245　E-mail：ir-news@hd.jx-group.co.jp
ウェブサイト：http://www.hd.jx-group.co.jp/



Printed in Japan
この印刷物は、環境に配慮した
ベジダブルインキを使用しています。




